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﹇
安
全
・
安
心
を
脅
か
す
事
例
の
多
発
﹈

○
自
然
災
害
の
頻
発

（
１
）
脆
弱
な
国
土

ア
ジ
ア
は
世
界
の
中
で
も
自
然
災
害
が
特
に

多
い
地
域
で
あ
り
、そ
の
被
害
も
大
き
く
な
って

い
ま
す
。ア
ジ
ア
に
属
し
てい
る
日
本
は
、国
土・

自
然
条
件
か
ら
、地
震
、台
風
、集
中
豪
雨
等
の

自
然
災
害
に
対
し
脆
弱
な
国
土
と
なってい
ま
す
。

（
世
界
有
数
の
地
震
国
）

日
本
は
世
界
有
数
の
地
震
国
で
あ
り
、
１
９

９
５
年
（
平
成
７
年
）
か
ら
２
０
０
４
年
（
平

成
16
年
）
に
お
け
る
マ
グ
ニ
チ
ュ
ー
ド
６
・
０

以
上
の
地
震
回
数
が
全
世
界
の
22
・
２
％
を
占

め
て
い
ま
す
。

（
海
岸
線
が
長
く
、
津
波
の
被
害
を
受
け
や
す
い
地
勢
）

日
本
は
、
総
延
長
約
３
５
０
０
０
�
に
及
ぶ
長
い
海
岸
線
を
有

し
て
い
ま
す
。
諸
外
国
と
比
較
し
て
も
、
国
土
面
積
当
た
り
の
海

岸
線
延
長
は
、
米
国
の
約
45
倍
、
韓
国
の
約
４
倍
、
英
国
の
約
２

倍
等
と
な
っ
て
い
ま
す
。

17

去
る
４
月
11
日
に
「
平
成
17
年
度
国
土
交
通
白
書
」
が
閣
議
配

布
、
公
表
さ
れ
ま
し
た
。
本
白
書
は
、
第
Ⅰ
部
「
安
全
・
安
心
社

会
の
確
立
に
向
け
た
国
土
交
通
行
政
の
展
開
」
及
び
第
Ⅱ
部
「
国

土
交
通
行
政
の
動
向
」
か
ら
構
成
さ
れ
て
い
ま
す
。
本
稿
は
、
そ

の
う
ち
、
第
Ⅰ
部
の
概
要
を
掲
載
し
た
も
の
で
す
。

﹇
安
全
・
安
心
に
関
す
る
国
民
の
意
識
の
高
ま
り
﹈

〜
国
民
の
７
割
以
上
が
今
の
日
本
は
危
険
だ
と
認
識

国
土
交
通
省
は
、
平
成
17
年
12
月
に
国
民
の
意
識
調
査
を
実
施

し
ま
し
た
。

自
然
災
害
、
事
故
及
び
テ
ロ
に
対
し
て
、
今
の
日
本
が
「
危
険

だ
と
思
う
」、「
ど
ち
ら
か
と
い
え
ば
危
険
だ
と
思
う
」
と
回
答
し

た
人
の
割
合
は
７
割
を
超
え
、
そ
の
理
由
と
し
て
は
、「
予
想
し
な

か
っ
た
自
然
災
害
、
事
故
及
び
テ
ロ
が
発
生
し
て
い
る
か
ら
」
な

ど
が
多
く
な
っ
て
い
ま
す
。

第
１
章
　
安
全
・
安
心
を
め
ぐ
る
状
況 総合政策局　政策課

情報管理部調査室

第
Ⅰ
部
　
安
全
・
安
心
社
会
の
確
立
に
向
け
た

国
土
交
通
行
政
の
展
開

〜
真
の
「
安
全
・
安
心
大
国
」
を
目
指
し
て
〜

n＝312

（％） 0 20 40 60 80 100

10.6 35.6 51.0 2.9 

以前と比べ、安全になった 
変わらない 
以前と比べ、安全でなくなった 
わからない 

資料）国土交通省 

n＝1,314

0 20 40 60 80 100

2.7 21.1 42.1 28.5 5.6

安全だと思う 
どちらかといえば安全だと思う 
どちらかといえば危険だと思う 
危険だと思う 
わからない 

資料）国土交通省 

（％）

n＝1,087

（％） 
0 20 40 60

 51.8 

 43.7 

 33.2 

 30.5 

 20.1 

 18.4 

4.0

予想しなかった自然災害、事故及び 
テロが発生しているから 

自然災害、事故及びテロが 
頻発しているから 

自然災害、事故及びテロへの 
対策や備えが十分でないから 
自然災害、事故及びテロが 

将来起きる可能性が高いと思うから 
自然災害、事故及びテロによる被害を 

受ける可能性が高いと思うから 
自然災害、事故及びテロによる 
甚大な被害が発生しているから 

わからない 

資料）国土交通省 

0 20 40 60 80 100

n＝928

（％）

86.7 10.3
1.1

1.8

以前と比べ、危険になった 
変わらない 
以前と比べ、危険でなくなった 
わからない 

資料）国土交通省 

（単位：億ドル） 

日本 
1,668 

（15.4%） 

その他アジア 
3,290 

（30.4%） 

米国 
2,297 

（21.2%） 

その他アメリカ 
788 

（7.3%） 

ドイツ 
208 

（1.9%） 

フランス 
205 

（1.9%） 

英国 
152 

（1.4%） 

その他ヨーロッパ 
1,718 

（15.9%） 
オセアニア 

264 
（2.4%） 

アフリカ 
222 

（2.1%） 

アジア 
4,958 

（45.9%） 

（注）1970～2004年における被害総額である。 
資料）ルーバン・カトリック大学疫学研究所（CRED） 
　　　ホームページ（http://www.cred.be/）より作成 

＜今の日本における自然災害、事故及びテロ
に対する安全性＞

＜以前と比べた安全度の変化＞
（今の日本は安全であると感じている人への質問）

＜以前と比べた危険度の変化＞
（今の日本は危険であると感じている人への質問）

＜今の日本は「危険だ」又は「以前と比べ、
安全でなくなった」と思う理由（複数回答）＞

＜世界における自然災害被害額の地域別割合＞
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（
台
風
、
集
中
豪
雨
等
に
よ
る
水
害
・
土
砂
災
害
に
対
し
て
脆

弱
な
国
土
）

日
本
は
水
害
・
土
砂
災
害
に
対
し
て
脆
弱
な
国
土
で
す
。
近
年
、

集
中
豪
雨
に
つ
い
て
は
、
発
生
回
数
が
増
加
傾
向
に
あ
り
ま
す
。

ま
た
、
長
期
的
に
見
る
と
、
年
降
水
量
に
つ
い
て
は
、
１
９
６
０

年
代
半
ば
頃
か
ら
、
少
雨
の
年
と
多
雨
の
年
の
変
動
幅
が
拡
大
傾

向
に
あ
り
ま
す
。

大
雨
の
発
生
数
が
長
期
的
に
増
加
す
る
傾
向
に
あ
る
の
は
、
近

年
進
行
し
つ
つ
あ
る
地
球
温
暖
化
の
影
響
が
現
れ
て
い
る
可
能
性

が
あ
り
ま
す
。

（
雪
害
を
受
け
や
す
い
地
勢
）

冬
型
の
気
圧
配
置
の
下
、
シ
ベ
リ
ア
か
ら
の
季
節
風
が
日
本
海

上
で
水
分
の
供
給
を
受
け
、
脊
梁

せ
き
り
ょ
う

山
脈
の
風
上
側
で
あ
る
日
本
海

側
を
中
心
に
、
都
市
を
含
む
各
地
で
大
雪
が
降
り
、
特
に
日
本
海

側
の
山
間
部
は
、
世
界
的
な
豪
雪
地
帯
と
し
て
知
ら
れ
て
い
ま
す
。

（
２
）
地
震
、
台
風
、
集
中
豪
雨
等
の
頻
発

①
地
震

平
成
16
年
か
ら
17
年
に
か
け
て
、
全
国
各
地
に
お

い
て
地
震
に
よ
る
被
害
が
発
生
し
ま
し
た
。
中
で
も
、

阪
神
・
淡
路
大
震
災
以
来
の
震
度
７
を
観
測
し
た
16

年
10
月
の
新
潟
県
中
越
地
震
に
よ
る
被
害
は
甚
大
で

あ
り
、
現
在
な
お
仮
設
住
宅
で
の
生
活
を
余
儀
な
く

さ
れ
て
い
る
被
災
者
が
多
数
存
在
し
て
い
ま
す
。

国
土
交
通
省
で
は
、
河
道
や
道
路
等
の
災
害
復
旧

事
業
を
直
轄
事
業
と
し
て
実
施
す
る
な
ど
、
災
害
復

旧
活
動
や
救
援
・
支
援
活
動
等
を
行
っ
て
い
ま
す
。

平
成
17
年
に
は
、一
般
の
人
々
が
地
震
発
生
の
可
能

性
は
低
い
と
考
え
て
い
た
地
域
で
直
下
型
地
震
が
発
生

し
た
福
岡
県
西
方
沖
を
震
源
と
す
る
地
震
、エ
レ
ベ
ー
タ
ー
で
の
閉
じ

込
め
や
鉄
道
の
運
転
停
止
等
が
発
生
し
た
千
葉
県
北
西
部
を
震
源
と

す
る
地
震
、ス
ポ
ー
ツ
施
設
で
天
井
落
下
事
故
が
発
生
し
た
宮
城
県

沖
を
震
源
と
す
る
地
震
等
に
よ
り
、各
地
で
被
害
が
発
生
し
ま
し
た
。

海
外
で
は
、
平
成
16
年
12
月
に
、
ス
マ
ト
ラ
島
沖
大
規
模
地
震

及
び
イ
ン
ド
洋
津
波
に
よ
り
、
イ
ン
ド
洋
沿
岸
国
に
甚
大
な
被
害

が
発
生
し
ま
し
た
。

国
土
交
通
省
は
、
各

国
政
府
か
ら
の
要
請
に

応
え
、
津
波
対
策
や
復

旧
・
復
興
活
動
の
専
門

家
を
現
地
に
派
遣
し
、

海
上
保
安
庁
も
、
国
際

緊
急
援
助
隊
救
助
チ
ー

ム
に
職
員
を
派
遣
し
ま

し
た
。

②
台
風
、
集
中
豪
雨
等

平
成
16
年
か
ら
17
年
に
か
け
て
、
全
国
各
地
に
お
い
て
台
風
、

集
中
豪
雨
等
に
よ
る
被
害
が
頻
発
し
ま
し
た
。

平
成
16
年
は
、
高
潮
に
よ
る
浸
水
被
害
が
発
生
し
た
台
風
第
16

号
、
首
都
圏
の
地
下
鉄
・
地
下
街
で
浸
水
被
害

が
発
生
し
た
台
風
第
22
号
、
平
成
に
入
っ
て
最

大
規
模
の
人
的
被
害
が
発
生
し
た
台
風
第
23
号

等
過
去
最
多
の
10
個
の
台
風
が
日
本
に
上
陸
し

ま
し
た
。
ま
た
、
中
小
河
川
で
の
破
堤
等
に
よ

り
浸
水
被
害
・
土
砂
災
害
が
発
生
し
た
新
潟
・

福
島
豪
雨
や
福
井
豪
雨
等
全
国
各
地
に
お
い
て
、

１
時
間
に
50
㎜
や
１
０
０
㎜
を
超
す
集
中
豪
雨

が
発
生
す
る
な
ど
、
こ
れ
ま
で
の
記
録
を
超
え

る
降
雨
量
を
観
測
し
ま
し
た
。
こ
の
結
果
、
激

甚
な
水
害
・
土
砂
災
害
が
全
国
各
地
で
多
発
し

ま
し
た
。

1．1時間降水量50mm以上の降水の発生回数 
500

（回/年） 
10

5

0

（回/年） 

400

300

200

100

0
51S H52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 1 2 3 4 5 76 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 51S H52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 1 2 3 4 5 76 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17

2．1時間降水量100mm以上の降水の発生回数 

S51～60 

平均209回 

S61～H7 

平均234回 

H8～17 

平均288回 

S51～60 

平均2.2回 

S61～H7 

平均2.2回 

H8～17 

平均4.7回 

（注）全国のアメダス地点約1,300箇所における、１時間降水量の年間延べ発生件数 
資料）気象庁資料より作成 

 1,100
1,200
1,300
1,400
1,500
1,600
1,700
1,800
1,900
2,000
（mm） 

年
降
水
量 

    2000（年）          1990         1980         1970         1960         1950         1940         1930         1920         1910         1900

年降水量 
５年移動平均 
トレンド 

琵
琶
湖
大
渇
水

（S14）
 

東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
渇
水

（S39）
 

長
崎
渇
水

（S42）
 

高
松
砂
漠

（S48）
 

福
岡
渇
水

（S53）
 

列
島
渇
水

（H６）
 

全 
国 
冬 
渇 
水 

（S59） 

西 
日 
本 
冬 
渇 
水 
（S61） 

（注）１　全国51地点の算術平均値 
　　　２　トレンドは回帰直線による 
　　　３　各年の観測地点数は、欠測等により 
　　　　　必ずしも51地点ではない。 
資料）気象庁資料より作成 

＜1時間降水量50mm・100mm以上の降水の発生回数の推移＞

＜年降水量の推移（1900～2004年）＞

＜土砂災害の状況（新潟県山古志村（現長岡市））＞

＜がけ崩れの状況（福岡市西区玄界島）＞

＜津波による被害状況
（インドネシア・アチェ州・チャラン南方海岸）＞

資料）応用地質（株）提供
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概 要

平
成
17
年
は
、
台
風
の
上
陸
数
こ
そ
少
な
か
っ
た
も
の
の
、
台

風
第
14
号
に
見
ら
れ
る
よ
う
に
、
豪
雨
に
よ
る
土
砂
災
害
が
多
発

し
、
各
地
で
甚
大
な
被
害
が
発
生
し
た
ほ
か
、
首
都
圏
で
は
、
記

録
的
な
集
中
豪
雨
に
よ
り
、
各
地
で
浸
水
被
害
が
発
生
し
ま
し
た
。

国
土
交
通
省
は
、
以
上
の
台
風
や
集
中
豪
雨
等
に
対
し
て
、
職

員
を
現
地
に
派
遣
す
る
と
と
も
に
、
洪
水
予
警
報
及
び
水
防
警
報

を
発
令
し
た
ほ
か
、
現
地
調
査
・
情
報
収
集
等
を
実
施
し
ま
し
た
。

ま
た
、
洪
水
等
に
よ
り
激
甚
な
災
害
が
発
生
し
た
地
域
に
つ
い
て

は
、
再
度
の
災
害
を
防
止
す
る
た
め
、
河
川
の
改
修
を
緊
急
に
実

施
し
て
い
ま
す
。

米
国
で
は
、
ニ
ュ
ー
オ
リ
ン
ズ
市
を
始
め
と
す
る
メ
キ
シ
コ
湾

岸
沿
い
で
壊
滅
的
な
高
潮
被
害
を
も
た
ら
し
た
ハ
リ
ケ
ー
ン
・
カ

ト
リ
ー
ナ
等
ハ
リ
ケ
ー
ン
が
続
発
し
、
各
地
で
甚
大
な
被
害

が
発
生
し
ま
し
た
。

ま
た
、
平
成
17
年
か
ら
18
年
に
か
け
て
は
、
17
年
12
月
上

旬
以
降
、
北
極
か
ら
の
寒
気
が
数
回
に
わ
た
っ
て
南
下
し
た

た
め
日
本
各
地
で
低
温
と
な
り
、
日
本
海
側
の
各
地
は
暴
風

を
伴
っ
た
大
雪
に
見
舞
わ
れ
、
記
録
的
な
積
雪
と
な
り
ま
し

た
。
こ
の
降
雪
に
よ
っ
て
、
積
雪
に
よ
る
家
屋
等
の
倒
壊
、

屋
根
の
雪
下
ろ
し
作
業
に
伴
う
事
故
等
の
被
害
が
発
生
し
て

い
ま
す
。

○
事
故
・
ト
ラ
ブ
ル
・
事
件
の
続
発

（
鉄
道
事
故
）

平
成
17
年
に
土
佐
く
ろ
し
お
鉄
道
列
車
脱
線
事
故
（
３

月
）、
Ｊ
Ｒ
西
日
本
福
知
山
線
列
車
脱
線
事
故
（
４
月
）、
Ｊ

Ｒ
東
日
本
羽
越
線
列
車
脱
線
事
故
（
12
月
）
と
、
乗
客
・
乗

務
員
に
死
者
が
生
じ
る
鉄
道
事
故
が
発
生
し
ま
し
た
。
こ
れ

ら
を
受
け
国
土
交
通
省
で
は
、
急
曲
線
に
お
け
る
速
度
超
過

防
止
用
Ａ
Ｔ
Ｓ
等
の
緊
急
整
備
等
鉄
道
輸
送
の
安
全
向
上
策

を
推
進
し
て
い
く
こ
と
と
し
て
お
り
、
航
空
・
鉄
道
事
故
調

査
委
員
会
で
は
現
在
事
故
原
因
等
に
つ
い
て
調
査
を
進
め
て

い
ま
す
。

ま
た
、
東
武
伊
勢
崎
線
竹
ノ
塚
駅
構
内
の
踏
切
事
故
（
３
月
）

の
よ
う
な
ピ
ー
ク
時
１
時
間
当
た
り
の
遮
断
時
間
が
40
分
以
上
の

い
わ
ゆ
る
「
開
か
ず
の
踏
切
」
に
お
け
る
死
傷
事
故
も
発
生
し
ま

し
た
。
こ
れ
を
踏
ま
え
国
土
交
通
省
で
は
踏
切
対
策
の
ス
ピ
ー
ド

ア
ッ
プ
を
図
っ
て
い
く
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

（
航
空
分
野
に
お
け
る
安
全
上
の
ト
ラ
ブ
ル
）

平
成
17
年
に
入
っ
て
か
ら
、
新
千
歳
空
港
、
小
松
飛
行
場
等
に

お
い
て
立
て
続
け
に
発
生
し
た
管
制
指
示
違
反
、
客
室
乗
務
員
の

非
常
口
扉
操
作
忘
れ
、
誤
っ
た
高
度
計
の
指
示
に
従
っ
た
飛
行
、

福
岡
空
港
に
お
け
る
エ
ン
ジ
ン
ト
ラ
ブ
ル
に
よ
る
引
き
返
し
等
、

我
が
国
の
航
空
会
社
に
お
い
て
重
大
な
事
故
に
つ
な
が
り
か
ね
な

い
ヒ
ュ
ー
マ
ン
エ
ラ
ー
や
機
材
不
具
合
に
起
因
す
る
安
全
上
の
ト

ラ
ブ
ル
が
続
発
し
ま
し
た
。
国
土
交
通
省
で
は
日
本
航
空
グ
ル
ー

プ
に
対
し
て
事
業
改
善
命
令
の
発
出
等
の
措
置
を
講
じ
る
と
と
も

に
、
航
空
会
社
の
監
視
・
監
督
の
強
化
を
実
施
・
検
討
し
て
い
ま

す
。ま

た
、
東
京
国
際
空
港
（
羽
田
）
閉
鎖
滑
走
路
に
お
け
る
管
制

ミ
ス
、
新
潟
空
港
及
び
宮
崎
空
港
に
お
け
る
飛
行
計
画
の
承
認
の

授
受
に
関
す
る
ト
ラ
ブ
ル
、
大
阪
国
際
空
港
に
お
い
て
管
制
官
か

ら
着
陸
許
可
が
発
出
さ
れ
な
か
っ
た
事
案
等
管
制
関
係
の
ト
ラ
ブ

ル
も
続
発
し
ま
し
た
。
国
土
交
通
省
で
は
管
制
業
務
監
査
等
を
行

い
再
発
防
止
に
努
め
て
い
ま
す
。

＜円山川の堤防が決壊し浸水した状況（兵庫県豊岡市）＞＜五十嵐川の堤防が決壊し浸水した状況（新潟県三条市）＞

＜土砂災害の状況（鹿児島県垂水
たるみず

市）＞＜集中豪雨により浸水した状況（東京都杉並区）＞

＜JR西日本福知山線列車脱線事故現場＞

＜JR東日本羽越線列車脱線事故現場＞
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（
船
舶
・
バ
ス
に
よ
る
事
故
）

船
舶
関
係
で
は
、
フ
ェ
リ

ー
の
防
波
堤
衝
突
事
故
（
５

月
）、
熊
野
市
沖
に
お
け
る

タ
ン
カ
ー
衝
突
事
故
（
７

月
）、
バ
ス
関
係
で
は
、
磐

越
自
動
車
道
に
お
け
る
高
速

バ
ス
横
転
事
故
（
７
月
）
等

が
発
生
し
ま
し
た
。
こ
れ
ら

を
受
け
国

土
交
通
省

は
監
査
・

行
政
処
分

等
を
実
施

し
ま
し
た
。

（
テ
ロ
事

件
・
海
賊
事

件
）２

０
０

４
年
（
平

成
16
年
）

３
月
の
ス

ペ
イ
ン
・
マ
ド
リ
ー
ド
で
の
列
車
同
時
多
発
爆
破

テ
ロ
事
件
、
２
０
０
５
年
（
平
成
17
年
）
７
月
の

英
国
・
ロ
ン
ド
ン
で
の
地
下
鉄
等
同
時
多
発
爆
破

テ
ロ
事
件
等
公
共
交
通
機
関
を
標
的
と
し
た
テ
ロ

事
件
が
全
世
界
で
発
生
し
て
お
り
、
同
年
３
月
の

マ
ラ
ッ
カ
海
峡
で
の
日
本
籍
船
襲
撃
事
件
等
の
い

わ
ゆ
る
海
賊
事
件
も
発
生
し
て
い
ま
す
。
国
土
交

通
省
は
、
公
共
交
通
機
関
に
係
る
緊
急
点
検
の
指

示
等
テ
ロ
対
策
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
海
上
保

安
庁
と
共
同
で
情
報
収
集
等
を
行
い
海
賊
事
件
に

対
応
し
ま
し
た
。

○
構
造
計
算
書
偽
装
問
題
の
発
生

建
築
物
の
構
造
計
算
書
偽
装
問
題
に
関
し
、
国
土
交
通
省
に
お

い
て
は
、
関
係
省
庁
や
関
係
地
方
公
共
団
体
と
一
体
と
な
っ
て
、

「
構
造
計
算
書
偽
装
問
題
に
関
す
る
関
係
閣
僚
に
よ
る
会
合
」
で
取

り
ま
と
め
た
「
構
造
計
算
書
偽
装
問
題
へ
の
当
面
の
対
応
」
に
基
づ

き
、
マ
ン
シ
ョ
ン
居
住
者
等
の
安
全
と
居
住
の
安
定
確
保
に
向
け
た

取
組
み
を
進
め
る
と
と
も
に
、
現
行
制
度
の
検
証
及
び
再
発
防
止
策

の
検
討
等
を
実
施
し
ま
し
た
。

特集■平成17年度国土交通白書　～安全・安心社会の確立に向けた国土交通行政の展開～

ロシア・モスクワの地下鉄車内で爆弾が爆発し、約40名
が死亡、130名以上が負傷した。 
フィリピン・マニラ湾においてフェリーが炎上し、約
100名が死亡・行方不明となった。 
スペイン・マドリードにおいて複数の列車が同時に爆破
され、約190名が死亡、1,600名以上が負傷した。 
ロシア・モスクワ南方トゥーラ州及び南部ロストフ州で
２機の国内線旅客機が同時に爆破され、乗員・乗客90名
が死亡した。 
ロシア・モスクワの地下鉄駅近くで自爆テロが発生し、
10名が死亡、約50名が負傷した。 
英国・ロンドンにおいて地下鉄３カ所とバス内で爆発が
発生、約60名が死亡、約700名が負傷した。 
英国・ロンドンにおいて地下鉄駅３カ所とバス内で爆発
があったが、負傷者はいなかった。 

ロシア・モスクワ地下鉄列車爆破テロ事件 
 
フィリピン・マニラ湾フェリー爆破テロ事件 
 
スペイン・マドリード列車同時多発爆破テロ事件 
 
 
ロシア・航空機２機同時爆破テロ事件 

 
ロシア・モスクワ地下鉄列車爆破テロ事件 
 
 
英国・ロンドン地下鉄等同時多発爆破テロ事件 
 

2 

2 

3 

8 

 
8 

7 

7

6 

27 

11 

24 
 

31 

7 

21

2004 
（平成16） 

 
 
 
 

2005 
（平成17） 

年 月 日 テロ事件 概要 

資料）国土交通省資料、海上保安庁「海上保安レポート」、警察庁「警察白書」、防衛庁「防衛白書」、外務省 
　　　「外交青書」より作成 

建築主 

設計発注 

中間検査 

完了検査 

使用開始 

工事発注 

工事 

施工者 

不適切な 
確認審査 

確認済み証発行 確認申請書提出 

構造計算発注 

構造計算書 

確認検査の 
報告（概要） 

違反があった場合の 
確認の失効通知等 

指定 

指導監督 

国土交通大臣指定 
指定確認検査機関 

建築構造 
設計事務所 

特定行政庁 
（地方公共団体） 

国 

設計書類等の提出 
工事監理 

設計者 

偽装 

（注）１　「吹付けアスベスト等」とは、吹付けアスベスト及びアスベストを含有する吹付けロックウールをいう。    
２　①～⑥のアスベスト対策の実態調査については、逐次フォローアップをしていく予定    
３　⑥の吹付けアスベスト等の使用が確認された件数については調査件数 254,689棟のうち、民間建築物の所有者等から189,971棟の報告があったものを基に集計したもの 

 

20駅 
 
 
 

４バスターミナル 
 
 

２空港 

 

936棟 
 
 

228団地（809棟） 
※この他除去済みの 
もの 26団地 

 
13,099棟 

※この他除去済みの 
もの 3,250棟 

 

① 
 
 
 
② 
 
 
③ 

 
 
④ 

 
 
⑤ 
 
 
 
⑥ 

 
鉄道駅 

（旅客用スペース） 
 
 

バスターミナル 
（旅客用スペース） 

空港ターミナル 
（旅客用スペース） 

 

国家機関の建築物 
 
 
 

公共住宅 
 
 

 
民間建築物 

 

201社 
 
 
 

2,253社 
 
 

95空港 

 

84,276棟 
 
 
 

40,200団地 
（247,401棟） 

 

 
254,689棟 

調査件数 吹付けアスベスト等の 
使用が確認された件数 対策の実施状況 

＜公共交通機関を標的とした近年の主なテロ事件＞ 

＜構造計算書偽装問題の関係図＞ 

＜国土交通省によるアスベスト対策の実施状況（平成18年2月末現在）＞ 

資料）国土交通省 

15駅については飛散防止対策済み 
吹付けアスベスト等が露出している５駅については、事業者において、現
状では飛散する状態にないことが確認されているが、除去等の飛散防止対
策を実施中で、平成 17年度内には完了する予定 
１バスターミナルについては飛散防止対策済み 
他の３バスターミナルについては、ビニールによる被覆等の対策済み。平
成 17年度内に除去工事等を実施する予定 

全て飛散防止対策済み 
 
325棟については飛散防止対策（封じ込め等）実施済み 
直ちに飛散による被害が発生するおそれは小さいと考えられるが、残る施
設については飛散防止対策等を実施（官庁営繕部等所管の緊急に対応する
ものについては平成 17年度補正予算を計上） 
220団地については飛散防止対策（封じ込め等）実施済み 
残り8団地については、直ちに飛散するおそれは小さいと考えられるが、適切かつ
迅速に対策を実施（うち、現時点で4団地は着手済、残り4団地は今後対策予定） 
地方公共団体と連携して除去等の対策を推進。多数の者が利用する建築物
について吹付けアスベスト等の除去等を支援するため平成 17年度補正予
算を計上。住宅については、既存制度により支援。また、建築物における
吹付けアスベスト等の使用を規制することを内容として建築基準法を改正
（第 164回国会冒頭に一括法案として提出、18年 2月 10日公布） 

○
ア
ス
ベ
ス
ト
問
題
の
広
が
り

平
成
17
年
６
月
、ア
ス
ベス
ト（
石
綿
）に
よ
る
健
康
問
題
が
、そ
れ

を
取
り
扱
う
労
働
者
だ
け
で
な
く
多
く
の
国
民
の
問
題
で
あ
る
こ
と

が
広
く
知
ら
れ
る
よ
う
に
な
り
、社
会
的
な
問
題
と
な
り
ま
し
た
。

平
成
17
年
12
月
に
政
府
と
し
て
取
り
ま
と
め
た
「
ア
ス
ベ
ス
ト

問
題
に
係
る
総
合
対
策
」
を
踏
ま
え
、
国
土
交
通
省
と
し
て
も
、
今

後
の
被
害
を
未
然
に
防
止
す
る
た
め
の
対
応
、
隙
間
の
な
い
健
康
被

害
者
へ
の
対
応
、
及
び
国
民
の
有
す
る
不
安
へ
の
対
応
と
し
て
、
各

種
対
策
を
実
施
し
て
い
ま
す
。

＜熊野市沖タンカー衝突現場＞＜磐越自動車道におけるバス横転事故現場＞
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概 要

国
土
交
通
省
は
、
こ
れ
ま
で
、
自
然
災
害
に
備
え
た
地
震
対
策

や
治
水
対
策
等
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
事
故
に
対
す
る
行
政
と

事
業
者
に
よ
る
総
合
的
な
安
全
対
策
を
実
施
し
て
き
た
結
果
、
国

民
の
安
全
・
安
心
の
向
上
に
相
当
程
度
成
果
を
上
げ
て
き
ま
し
た

が
、
予
想
し
な
か
っ
た
事
例
の
発
生
等
を
背
景
と
し
て
多
く
の
国

民
が
今
の
日
本
は
危
険
だ
と
感
じ
て
い
ま
す
。

近
年
、大
規
模
地
震
発
生
の
切
迫
性
が
高
ま
ってい
る
こ
と
や
施
設

能
力
を
超
え
る
豪
雨
が
発
生
し
て
い
る
と
いっ
た
自
然
的
条
件
の
変

化
が
見
ら
れ
る
と
と
も
に
、自
然
災
害
、事
故
、テ
ロ
等
我
が
国
の
内

外
に
お
い
て
発
生
し
て
い
る
事
例
に
つい
て
は
、社
会
構
造
の
変
化
等

に
伴
っ
て
顕
在
化
し
て
き
た
課
題
が
存
在
し
て
い
ま
す
。こ
の
た
め
、

真
の
安
全
・
安
心
社
会
を
確
立
す
る
た
め
に
は
、こ
の
よ
う
な
課
題
に

適
切
に
対
応
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

﹇
少
子
高
齢
化
に
伴
う
課
題
﹈

平
成
16
年
10
月
１
日
現
在
の
我
が
国
の
65
歳
以
上
の
人
口
（
高

齢
者
人
口
）
は
約
２
４
８
８
万
人
（
総
務
省
推
計
）
で
、
総
人
口

に
占
め
る
割
合
（
高
齢
化
率
）
は
約
19
・
５
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。

一
方
で
、
我
が
国
の
合
計
特
殊
出
生
率
は
、
第
２
次
ベ
ビ
ー
ブ

ー
ム
期
（
昭
和
46
年
〜
49
年
）
以
降
約
30
年
に
わ
た
り
お
お
む
ね

低
下
を
続
け
、
平
成
16
年
に
は
１
・
29
と
な
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、

年
間
の
出
生
数
に
つ
い
て
も
、
17
年
に
は
約
１
０
７
万
人
（
厚
生

労
働
省
推
計
）
と
過
去
最
低
の
数
値
と
な
っ
て
い
ま
す
。

○
少
子
高
齢
化
を
踏
ま
え
た
日
常
生
活
の
安
全
・
安
心

（
安
全
・
安
心
に
外
出
等
が
で
き
る
環
境
の
整
備
）

高
齢
者
が
外
出
す
る
に
当
た
っ
て
障
害
と
な
る
も
の
と
し
て
、

道
路
や
公
共
交
通
機
関
の
使
い
に
く
さ
を
挙
げ
る
割
合
が
高
く
な

っ
て
お
り
、
こ
れ
ら
を
早
急
に
改
善
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

ま
た
、
居
住
環
境
を
高
齢
者
の
自
立
や
介
護
に
配
慮
し
た
も
の

に
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

さ
ら
に
、
子
育
て
支
援
の
た
め
、
妊
産
婦
、
子
ど
も
及
び
子
ど

も
連
れ
の
人
が
安
全
に
、
か
つ
、
安
心
し
て
外
出
・
移
動
等
が
可

能
か
と
い
う
視
点

か
ら
の
環
境
整
備

も
重
要
で
す
。

（
高
齢
者
の
交
通
事

故
）高

齢
者
の
運
転

免
許
保
有
者
が
増

加
し
、
車
は
高
齢

者
の
生
活
の
足
と

な
っ
て
い
ま
す
。

高
齢
者
人
口
の
増

加
に
伴
い
、
今
後

更
な
る
高
齢
者
に

よ
る
自
家
用
車
利

用
の
増
加
が
予
想
さ
れ
る
中
、
高
齢
者
に
関
す
る
交
通
事
故
の
状

況
は
深
刻
さ
を
増
し
て
い
ま
す
。

第
２
章
　
社
会
構
造
の
変
化
等
が
も
た
ら
す

安
全
・
安
心
に
関
す
る
新
し
い
課
題

資料）内閣府「平成17年版　高齢社会白書」より作成 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000
（千人） （％） 

62 
（2050） 

（年） 57524742373227221712 
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7平260555045403530昭25 
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35,86336,39636,332
35,14534,77034,72634,559

32,772

28,735

25,392
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10,647

8,865
7,393

6,236
5,3984,7864,155

35.7
34.7

33.2

30.9
29.6

28.7
27.8

26.0

22.5

19.9

17.3

14.5

12.0
10.3

9.1
7.9

7.1
6.3

5.7
5.3

4.9

高齢者人口（左軸） 
高齢化率（右軸） 実績値　　推計値 

＜高齢化の推移と将来推計＞

＜自動車運転者（第1当事者）の
若者・高齢者別死亡事故発生件数の推移＞

＜高齢者（60歳以上）の外出時の障害（複数回答）＞

（％） 
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0.9 

道路に階段、段差、傾斜があったり、歩道が狭い 

バスや電車等公共の交通機関が利用しにくい 

交通事故が多く不安 

道路に違法駐車、放置自転車、荷物の放置などがある 

ベンチや椅子等休める場所が少ない 

トイレが少ない、使いにくい 

公共施設等に階段、段差が多く不安 

バスや電車などの公共交通機関が未整備 

標識や案内表示が少ない、わかりにくい 

地下通路などが複雑で、どこを歩いているかわからなくなる 

その他 

資料）内閣府「高齢者の日常生活に関する意識調査」 
　　　（平成16年11～12月調査）より作成 
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8,000 

10,000 

12,000 

14,000 

17  15  13  11  9  7  5  3  平元  62  60  58  56  昭54
0 

5 

10 

15 

20 

25 

30 

35 

40 

45 

17  15  13  11  9  7  5  3  平元  62  60  58  56  昭54

合計（左軸） 
65歳以上（左軸） 
65歳以上比率（右軸） 

資料）警察庁 

（年） 

（
指
数
） 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

171615141312111098765432平元 

65歳以上 

総数 

16～24歳 

（注） 平成元年を１とした指数 
資料）平成16年までは内閣府「平成17年版　交通安全白書」、17年は

警察庁資料より作成 

＜年齢層別交通事故死者数の推移＞
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○
少
子
高
齢
化
を
踏
ま
え
た
災
害
時
の
安
全
・
安
心

（
高
齢
者
が
避
難
す
る
に
当
た
っ
て
の
課
題
）

災
害
発
生
時
に
適
切
か
つ
迅
速
に
避
難
で
き
る
よ
う
、
平
常
時

よ
り
、
実
際
に
自
然
災
害
が
発
生
し
た
場
合
を
想
定
し
て
、
居
住

地
域
に
お
け
る
自
然
災
害
の
危
険
が
あ
る
場
所
を
把
握
し
て
お
く

と
と
も
に
、
避
難
経
路
及
び
避
難
場
所
を
あ
ら
か
じ
め
決
め
て
お

く
こ
と
が
肝
要
で
す
。

ま
た
、
高
齢
者
が
被
災
す
る
事
例
の
中
に
は
、
避
難
が
遅
れ
た

た
め
に
被
災
し
た
り
、
支
援
が
欠
如
・
不
足
し
て
い
た
た
め
に
被

災
す
る
事
例
が
見
ら
れ
ま
す
。
高
齢
者
の
被
災
を
防
ぐ
た
め
に
は
、

災
害
発
生
時
に
お
い
て
高
齢
者
が
適
切
か
つ
迅
速
に
避
難
で
き
る

よ
う
、
地
方
公
共
団
体
は
、
避
難
情
報
を
早
期
に
確
実
な
方
法
で

提
供
す
る
こ
と
が
重
要
で
す
。

（
高
齢
者
の
避
難
の
支
援
に
関
す
る
課
題
）

高
齢
者
が
適
切
か
つ
迅
速
に
避
難
す
る
た
め
に
は
、
家
族
や
近

所
の
住
民
と
い
っ
た
周
り
に
い
る
人
々
に
よ
る
支
援
も
有
効
で
す
。

今
後
は
、
若
年
・
中
年
層
の
防
災
に
対
す
る
意
識
の
高
揚
及
び

積
極
的
な
参
加
を
促
し
て
い
く
な
ど
、
高
齢
者
を
支
援
す
る
体
制

を
充
実
さ
せ
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
す
。

﹇
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
衰
退
に
伴
う
課
題
﹈

地
縁
的
な
つ
な
が
り
に
よ
る
地
域
コ
ミ
ュニ
ティ
は
、地
域
住
民
が

助
け
合
って
生
活
を
営
む
基
盤
で
あ
る
と
と
も
に
、災
害
発
生
時
に

お
け
る
地
域
の
安
全
・
安
心
の
確
保
に
重
要
な
役
割
を
果
た
し
て
き

ま
し
た
。
し
か
し
、社
会
の
変
化
に
伴
って
、地
縁
的
な
つ
な
が
り
が

希
薄
化
し
、地
域
コ
ミ
ュニ
ティ
が
衰
退
す
る
傾
向
に
あ
り
ま
す
。

た
だ
し
、
地
域
に
お
け
る
安
全
・
安
心
の
確
保
に
資
す
る
新
た

な
動
き
が
一
部
に
見
ら
れ
ま
す
。

○
都
市
部
、
地
方
部
に
お
け
る
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
衰
退

15
大
都
市
に
お
い
て
は
、地
域
コ
ミ
ュニ
ティ
は
か
な
り
衰
退
し
て
い

る
と
と
も
に
、町
村
部
に
お
い
て
も
、15
大
都
市
ほ
ど
で
は
な
い
も
の

の
、地
域
コ
ミ
ュニ
ティ
が
衰
退
し
て
い
る
状
況
に
あ
り
ま
す
。

特集■平成17年度国土交通白書　～安全・安心社会の確立に向けた国土交通行政の展開～

＜「居住地域における自然災害の危険がある場所の認知」及び「居住地域における災害時の避難場所や避難経路の認知」＞

0 20 40 60 80 100

総数 

高齢者 

n＝1,314

避難場所も避難経路もどこであるかを知っている 
避難場所はどこであるかを知っているが、 
避難経路は知らない 
避難経路はどこであるかを知っているが、 
避難場所は知らない 
住んでいる地域には、避難場所や避難経路はない 
避難場所も避難経路もどこであるかを知らない 
わからない 

（％） 0 20 40 60 80 100

総数 

高齢者 

n＝1,314

危険な場所がどこであるかを知っている 
危険な場所があることは知っているが、 
その場所がどこであるかは知らない 
危険な場所がないことを知っている 
危険な場所があるかどうかは知らない 
わからない 

（％） 

24.5

22.8 11.0

8.9

7.133.126.1 57.3 19.2 4.114.8

32.0

2.3 2.3

2.1

26.9 68.7 11.4 10.04.2 3.57.7

（注）高齢者とは60歳以上の人をいう。 
資料）国土交通省 

＜平成16年新潟県中越地震における援助行動（複数回答）＞

0 10 20 30 40 50 60（％）

その他 

していない 

家に泊めたり休ませたりした 

水や食料などを分けた 

一人では避難の難しい近所の人と一緒に避難した 

近所の人を崩れた家から助け出した 
小千谷市 
川口町 
山古志支庁（仮設住宅） 

資料）内閣府「平成16年新潟県中越地震に関する住民アンケート調査」（平成17年７月調査） 

＜地域の人々との付き合い＞

0 20 40 60 80 100（％） 

町村 

それ以外の市 

15大都市 

とても親しく付き合っている 
やや親しく付き合っている 

付き合いはあるがそれほど親しくない 
ほとんど、もしくは全く付き合っていない 

36.2 45.114.8

3.9

7.8 19.3 36.6 36.3

41.1 27.720.011.3

（注）全国の一般世帯を対象に、インターネット調査を実施（標本数2,000、平成17年
12月調査）資料）国土交通省 

＜居住地域における自然災害の危険がある場所の認知＞ ＜居住地域における災害時の避難場所や避難経路の認知＞
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学
校
の
行
事
等
を
通
じ
て
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
活
動
の
き
っ
か
け
と
な

る
子
ど
も
の
減
少
も
顕
著
に
な
っ
て
い
ま
す
。
さ
ら
に
、
自
動
車

社
会
の
進
展
に
伴
い
生
活
圏
域
が
拡
大
し
た
こ
と
も
、
地
域
と
の

か
か
わ
り
が
少
な
く
な
っ
て
い
る
要
因
の
一
つ
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

○
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
に
関
す
る
新
た
な
動
き

Ｎ
Ｐ
Ｏ
や
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
等
に
よ
る
活
動
が
盛
ん
に
な
り
つ

つ
あ
り
ま
す
。

（
被
災
時
の
ノ
ウ
ハ
ウ
を
活
用
し
た
支
援
活
動
の
展
開
）

近
年
盛
ん
に
な
り
つ
つ
あ
る
住
民
主
体
の
Ｎ
Ｐ
Ｏ
や
ボ
ラ
ン

テ
ィ
ア
等
に
よ
る
活
動
を
通
じ
て
、
地
域
の
防
災
力
を
向
上
す
る

の
み
な
ら
ず
、
遠
隔
の
被
災
地
ま
で
赴
き
、
自
ら
が
被
災
し
た
際

の
経
験
等
を
活
用
し
つ
つ
支
援
を
行
っ
た
り
、
ノ
ウ
ハ
ウ
を
提
供

し
た
り
す
る
と
い
っ
た
試
み
が
行
わ
れ
て
い
ま
す
。

概 要

（
都
市
部
、地
方
部
共
通
の
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
衰
退
要
因
）

都
市
部
、
地
方
部
に
関
係
な
く
、
郊
外
化
の
進
展
等
に
伴
い
、

居
住
地
域
と
職
場
・
学
校
等
が
分
離
し
、
主
に
昼
間
に
お
け
る
地

域
と
の
か
か
わ
り
が
少
な
く
な
っ
て
い
ま
す
。

（
都
市
部
に
お
け
る
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
衰
退
要
因
）

都
市
部
で
は
、
地
方
部
か
ら
の
人
口
の
流
入
が
進
ん
だ
こ
と

や
、
住
民
の
頻
繁
な
流
出
入
に
よ
り
、
地
域
へ
の
愛
着
・
帰
属
意

識
が
低
下
し
て
い
る
可
能
性
が
あ
り
ま
す
。
ま
た
、
単
身
世
帯
や

ワ
ン
ル
ー
ム
マ
ン
シ
ョ
ン
等
の
増
加
等
、
地
縁
的
な
コ
ミ
ュ
ニ
テ

ィ
活
動
を
志
向
し
な
い
世
帯
も
増
え
つ
つ
あ
り
ま
す
。

（
地
方
部
に
お
け
る
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
衰
退
要
因
）

地
方
部
で
は
、
若
年
層
を
中
心
に
都
市
部
へ
の
人
口
流
出
が
目

立
ち
、
過
疎
化
や
高
齢
化
が
進
行
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
地
域
コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
担
い
手
の
減
少
を
引
き
起
こ
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、

（「
団
塊
の
世
代
」
へ
の
期
待
）

高
齢
化
に
伴
う
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
衰
退
が
懸
念
さ
れ
る

一
方
で
、
中
・
高
年
層
ほ
ど
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
へ
の
参
加
意
欲

が
強
い
傾
向
に
あ
り
ま
す
。
い
わ
ゆ
る
「
団
塊
の
世
代
」
層
の

人
々
が
、
間
も
な
く
定
年
を
迎
え
て
時
間
に
ゆ
と
り
が
で
き
る
よ

う
に
な
れ
ば
、
今
後
の
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
新
た
な
担
い
手
と

し
て
期
待
で
き
ま
す
。

﹇
人
口
や
交
通
等
の
集
中
、
孤
立
集
落
の
発
生
に
伴
う
課
題
﹈

○
人
口
や
交
通
等
の
集
中

我
が
国
は
、
高
度
経
済
成
長
期
に
お
い
て
、
地
方
部
か
ら
都

市
部
に
人
口
が
移
動
し
た
結
果
、
都
市
部
を
中
心
に
、
人
口
、
資

産
等
の
集
中
が
生
じ
ま
し
た
。
ま
た
、
人
口
等
の
集
中
に
伴
い
、

交
通
も
都
市
部
に
集
中
し
て
い
ま
す
。

0 10 20 30 40 50 60（％） 

昼間に地域にいないことによる 
かかわりの希薄化 

コミュニティ活動のきっかけ 
となる子どもの減少 

住民の頻繁な入れ替わりによる 
地域への愛着・帰属意識の低下 

情報化の進展等による地域での 
コミュニケーションの必要性の減少 

学生や単身赴任者など地縁的関係を 
志向しない住民の増加 

自動車社会の進展による生活圏の拡大 

近隣商店街の衰退等による 
コミュニケーションの場の減少 

人口減少によるコミュニティの 
担い手の減少 

その他 

わからない 

15大都市 
それ以外の市 
町村 

（注）１　全国の一般世帯を対象に、インターネット調査を実施（標本数2,000、平成17年12月調査） 
　　　２　全標本のうち、過去と比較して地域の人 と々の付き合いが「とても疎遠になっている」又は「やや疎遠となっている」

と回答した400標本を対象に集計 
資料）国土交通省 

＜地域の人々との付き合いが疎遠な理由（複数回答）＞

＜社会への貢献意識の推移＞

＜都市部における人口の集中状況＞

0 10 20 30（％） 

2005

2004

2002

2000

1998

23.4

17.1

16.6

15.9

14.8

20

30

40

50

60

70
（％） 

（年） 

2005 （年） 20001995199019851980

59.160.762.3

54.1
47.447.4

36.736.333.6

41.044.345.3

思っている 
あまり考えていない 

社会への貢献意識 

社会のために役立ちたい活動（自主防災活動や災害援助活動を挙げた比率） 

資料）内閣府「社会意識に関する世論調査」より作成 

0

25

50

75

100
（％） 

2005年（平成17年） 1965年（昭和40年） 

49.8％ 56.7％ 

50.2％ 43.3％ 

三大都市圏 
地方圏 

（注）平成17年の数値は要計表による　資料）総務省「国勢調査」より作成 

＜都市部への交通の集中状況＞

0 20 40 60 80 100（％） 

その他 
13.0％ 

京阪神交通圏 
21.5％ 

中京交通圏 
4.6％ 

首都交通圏 
61.0％ 

＜鉄道利用者数＞ 

（注）　１　首都交通圏：東京駅中心に半径50kmの範囲、中京交通圏：名古屋駅中心に半径40kmの範囲 
　　　　　　京阪神交通圏：大阪駅中心に半径50kmの範囲 
　　　　２　平成14年度のデータによる 
資料）三大都市交通圏については運輸政策研究機構「平成16年版　都市交通年報」、全国については国土交通

省「平成14年度　鉄道統計年報」より作成 
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（
３
）
地
下
施
設
へ
の
浸
水
の
発
生

都
市
部
で
は
土
地
の
高
度
利
用
が
進
み
、
地
下
街
や
地
下
室

の
設
置
が
増
加
し
て
い
ま
す
。
こ
の
よ
う
な
地
下
施
設
は
、
集
中

豪
雨
や
洪
水
に
よ
っ
て
短
時
間
に
浸
水
し
水
没
す
る
危
険
性
を
は

ら
ん
で
お
り
、
逃
げ
遅
れ
や
閉
じ
込
め
等
に
よ
っ
て
財
産
の
み
な

ら
ず
人
命
ま
で
も
が
危
険
に
さ
ら
さ
れ
る
可
能
性
が
あ
り
ま
す
。

（
４
）
高
層
建
築
物
に
お
け
る
被
害
の
発
生

都
市
部
で
は
土
地
の
高
度
利
用
が
進
み
、
高
層
建
築
物
が
増

加
し
て
い
ま
す
。
こ
れ
に
伴
い
、
平
成
17
年
３
月
の
福
岡
県
西
方

沖
を
震
源
と
す
る
地
震
に
よ
り
事
務
所
ビ
ル
の
窓
ガ
ラ
ス
が
割
れ

路
上
に
落
下
し
た
事
例
や
、
同
年
７
月
の
千
葉
県
北
西
部
を
震
源

と
す
る
地
震
に
よ
る
エ
レ
ベ
ー
タ
ー
の
運
転
休
止
に
よ
っ
て
人
が

長
時
間
閉
じ
込
め
ら
れ
た
事
例
等
、
高
層
建
築
物
に
お
け
る
被
害

が
生
じ
て
い
ま
す
。

（
５
）
大
規
模
被
害
の
可
能
性

人
口
、資
産
、交
通
等
が
集
中
し
て
い
る
都
市
部
に
お
い
て
は
、前

述
の
脆
弱
性
に
関
連
し
て
、
地
震
等
の
自
然
災
害
が
発
生
し
た
場

合
、そ
の
被
害
が
甚
大
に
な
り
得
る
と
と
も
に
、膨
大
な
数
の
帰
宅

困
難
者
の
発
生
が

予
測
さ
れ
ま
す
。

ま
た
、
水
害
に

よ
る
被
害
を
見
る

と
、
単
位
面
積
当

た
り
の
被
害
額

は
、
15
大
都
市
と

そ
の
他
の
地
域
を

比
較
し
た
場
合
、

資
産
が
集
中
し
て

い
る
前
者
が
後
者

よ
り
も
著
し
く
大

き
く
な
っ
て
い
ま

す
。

（
２
）
内
水
被
害
の
拡
大

都
市
の
形
成
に
伴
い
、
多
く
の
地
域
で
地
表
面
が
コ
ン
ク
リ

ー
ト
や
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
等
で
被
覆
さ
れ
た
た
め
、
雨
水
が
地
下
に

浸
透
し
に
く
く
な
っ
て
お
り
、
短
時
間
に
大
量
の
雨
が
降
る
と
、

一
度
に
雨
水
が
下
水
道
等
の
排
水
施
設
へ
流
入
し
、
河
川
へ
排
出

処
理
さ
れ
な
い
事
態
が
生
じ
て
い
ま
す
。
こ
の
結
果
、
都
市
部
に

お
い
て
は
、
内
水
被
害
が
多
発
し
て
お
り
、
そ
の
被
害
額
も
大
き

く
な
っ
て
い
ま
す
。

特集■平成17年度国土交通白書　～安全・安心社会の確立に向けた国土交通行政の展開～

○
都
市
部
に
お
け
る
自
然
災
害
に
対
す
る
脆
弱
性
の
高
ま
り

（
１
）
密
集
市
街
地
に
お
け
る
地
震
火
災
等
の
発
生

密
集
市
街
地
は
、
狭
小
な
敷
地
に
、
老
朽
化
し
た
木
造
建
築

物
が
高
密
度
に
建
て
並
ん
で
お
り
、
細
街
路
が
多
く
、
公
園
等
の

オ
ー
プ
ン
ス
ペ
ー
ス
が
少
な
い
こ
と
等
に
よ
り
、
地
震
発
生
時
に

家
屋
の
倒
壊
や
同
時
多
発
火
災
・
大
規
模
な
延
焼
を
起
こ
す
可
能

性
が
高
く
な
っ
て
い
ま
す
。

＜「地震時等において大規模な火災の可能性があり重点的に改善すべき密集市街地」の分布状況（東京都、大阪府）＞

資料）国土交通省 

【東京都（2,339ha）】 【大阪府（2,295ha）】 

＜東京都における下水道への雨量流入量の変化＞

高度経済成長期以前（昭和初期） 現　在 

雨水の約５割が下水道に流入 雨水の流入量が約８割に増大 

流入量 
約1.6倍 

資料）東京都資料 

＜15大都市とその他の地域における
一般資産水害密度の比較＞

（千円／ha） 

0
20,000
40,000
60,000
80,000

100,000
120,000
140,000

その他の地域 15大都市 

39,685 

127,810 

（注）１　一般資産水害密度＝一般資産被害額／宅地等の浸水面積 
　　　２　1994～2003年の10箇年平均 
　　　３　営業停止損失を含む。また、価格は平成７年価格である。 
　　　４　15大都市：東京都区部及び14政令指定市、その他の地

域：15大都市以外の地域 
資料）国土交通省 
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○
交
通
の
集
中
下
に
お
け
る
事
故
・
ト
ラ
ブ
ル
と
そ
の
影
響

（
都
市
部
の
交
通
機
関
に
お
け
る
事
故
、輸
送
障
害
等
の
影
響
）

平
成
17
年
７
月
23
日
に
発
生
し
た
千
葉
県
北
西
部
を
震
源
と

す
る
地
震
、
同
年
８
月
２
日
の
東
京
国
際
空
港
（
羽
田
）
の
電
源

設
備
の
障
害
等
、
交
通
の
集
中
し
て
い
る
都
市
部
の
鉄
道
や
空
港

に
お
い
て
い
っ
た
ん
事
故
、
輸
送
障
害
等
が
発
生
し
、
運
行
（
航
）

再
開
ま
で
に
時
間
を
要
し
た
場
合
は
、
多
く
の
利
用
者
に
影
響
を

及
ぼ
す
こ
と
と
な
り
ま
す
。

さ
ら
に
、
現
在
交
通
機
関
の
多
く
の
機
能
が
情
報
シ
ス
テ
ム

に
依
存
す
る
よ
う
に
な
っ
て
き
て
お
り
、
サ
イ
バ
ー
攻
撃
等
の
意

図
的
要
因
、
人
為
的
ミ
ス
等
の
非
意
図
的
要
因
、
さ
ら
に
は
地
震

等
の
自
然
災
害
等
に
よ
り
Ｉ
Ｔ
の
機
能
不
全
が
発
生
し
、
サ
ー
ビ

ス
の
停
止
や
機
能
の
低
下
が
起
き
る
危
険
性
が
大
き
く
な
っ
て
い

ま
す
。
こ
の
よ
う
な
Ｉ
Ｔ
障
害
が
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
中
核
で

あ
る
都
市
部
の
交
通
機
関
に
お
い
て
発
生
し
た
場
合
、
社
会
経
済

に
与
え
る
影
響
は
特
に
大
き
く
な
る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

（
都
市
部
に
お
け
る
踏
切
対
策
の
必
要
性
）

ピ
ー
ク
時
１
時
間

当
た
り
の
遮
断
時
間
が

40
分
以
上
の
い
わ
ゆ
る

「
開
か
ず
の
踏
切
」
の

95
％
以
上
が
三
大
都
市

圏
に
集
中
し
て
お
り
、

交
通
の
集
中
す
る
都
市

部
に
お
け
る
踏
切
事
故

の
防
止
及
び
交
通
の
円

滑
化
の
観
点
か
ら
、

「
開
か
ず
の
踏
切
」
等

の
解
消
に
向
け
た
踏
切

対
策
の
強
化
・
ス
ピ
ー

ド
ア
ッ
プ
が
求
め
ら
れ

て
い
ま
す
。

概 要

○
孤
立
集
落
の
発
生

安
全
・
安
心
の
確
保
に
つ
い
て
都
市
部
特
有
の
課
題
が
あ
る

一
方
で
、
都
市
部
以
外
の
地
域
に
お
い
て
も
地
域
特
性
に
伴
う
課

題
を
抱
え
て
い
ま
す
。

我
が
国
の
国
土
の
約
７
割
の
面
積
を
占
め
る
中
山
間
地
域
や
沿

岸
地
域
に
お
い
て
は
、
自
然
災
害
が
発
生
し
た
場
合
、
地
形
条
件
、

交
通
ア
ク
セ
ス
等
か
ら
孤
立
集
落
が
し
ば
し
ば
発
生
し
て
き
ま
し

た
。
自
然
災
害
に
よ
っ
て
孤
立
し
た
集
落
は
、
周
辺
と
の
ア
ク
セ

ス
が
寸
断
さ
れ
て
い
る
た
め
、
集
落
全
体
の
救
出
・
救
助
・
救

援
・
復
旧
活
動
に
支
障
が
生
じ
ま
す
。
さ
ら
に
、
中
山
間
地
域
に

お
い
て
は
人
口
減
少
や
少
子
高
齢
化
が
進
ん
で
お
り
、
孤
立
可
能

性
の
あ
る
集
落
に
お
い
て
も
、
高
齢
化
に
伴
い
地
域
の
防
災
力
が

低
下
し
て
い
る
こ
と
が
懸
念
さ
れ
ま
す
。

し
た
が
っ
て
、
自
然
災
害
に
よ
っ
て
孤
立
す
る
可
能
性
が
あ

る
集
落
に
つ
い
て
、
災
害
発
生
時
に
お
け
る
他
の
地
域
と
の
ア
ク

セ
ス
の
確
保
を
図
る
と
と
も
に
、
寸
断
さ
れ
た
場
合
の
対
処
方
針

も
検
討
し
て
お
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

﹇
企
業
を
取
り
巻
く
環
境
の
変
化
、
技
術
の
高
度
化
等
に
伴
う
課
題
﹈

最
近
続
発
し
て
い
る
交
通
分
野
に
お
け
る
事
故
・
ト
ラ
ブ
ル

の
背
景
と
し
て
、
企
業
を
取
り
巻
く
環
境
の
変
化
、
技
術
の
高
度

化
等
に
伴
い
、
ヒ
ュ
ー
マ
ン
エ
ラ
ー
が
発
生
し
や
す
い
状
況
と
な

っ
て
い
る
こ
と
が
指
摘
さ
れ
て
い
ま
す
。

○
国
民
の
運
輸
の
安
全
に
対
す
る
信
頼
の
揺
ら
ぎ

輸
送
モ
ー
ド
別
に
交
通
分
野
に
お
け
る
事
故
件
数
と
死
傷
者
数

の
推
移
を
見
て
み
る
と
、
交
通
量
が
増
加
し
て
い
る
中
で
、
全
体

と
し
て
事
故
件
数
、
死
傷
者
数
共
に
顕
著
な
増
加
を
見
せ
て
い
ま

せ
ん
が
、
最
近
事
故
・
ト
ラ
ブ
ル
が
続
発
し
、
国
民
の
運
輸
の
安

全
へ
の
信
頼
が
揺
ら
い
で
い
ま
す
。

0 20 40 60 80 100（％） 

その他 
16 

2.6％ 

三大都市圏 
97.4％ 

大阪圏 
165 

27.0％ 

名古屋圏 
29 

4.8％ 

東京圏 
401 

65.6％ 

（注）１　三大都市圏：東京圏（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）、大阪圏（大阪府、
兵庫県、京都府、奈良県）、名古屋圏（愛知県、岐阜県、三重県） 

　　　２　平成16年のデータによる 
資料）国土交通省 
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16（年度） 15141312111098765432平成元 
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（
百
万
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
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死傷者数（人） 

運転事故件数（左軸） 
列車走行キロ（右軸） 

8478338438819349279399641,003
1,0461,073

1,1801,154
1,241

1,308

1,479

資料）国土交通省資料、国土交通省「鉄道輸送統計調査」より作成 
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（年度） 

66222410014162222101210120
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百
万
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
） 

死傷者数（人） 
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1615141312111098765432平成元 

333
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33
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11

0 0
50
100
150
200
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300
350
400
450
500航空事故発生件数（左軸） 

国内線運航キロ（右軸） 
国際線運航キロ（右軸） 

（注）１　航空事故発生件数、死傷者数（自然死を除く。）は、特定本邦航空運送事業者の航空事
故発生件数、死傷者数に限る。 

　　　２　国内線運航キロ及び国際線運航キロは、特定本邦航空運送事業者の中で航空輸送統計調査
の対象となった事業者に限る。 

　　　３　平成 11年度以前の事業者については、12年度からの改正航空法の特定本邦航空運送事
業者に該当するもの 

資料）国土交通省資料、国土交通省「航空輸送統計年報」より作成 

＜全国の「開かずの踏切」に占める三大都市圏の割合＞

＜鉄道運転事故件数、死傷者数及び列車走行キロの推移＞＜航空事故件数、死傷者数及び運航キロの推移＞
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○
ヒ
ュ
ー
マ
ン
エ
ラ
ー
関
連
事
故
の
続
発

最
近
続
発
し
て
い
る
公
共
交
通
関
連
の
事
故
・
ト
ラ
ブ
ル
に

つ
い
て
は
、
ヒ
ュ
ー
マ
ン
エ
ラ
ー
と
の
関
連
が
指
摘
さ
れ
て
お

り
、
実
際
に
輸
送
モ
ー
ド
別
に
事
故
原
因
の
内
訳
を
見
る
と
、
人

為
的
要
因
に
よ
る
も
の
が
一
定
の
割
合
を
占
め
て
い
ま
す
。

特集■平成17年度国土交通白書　～安全・安心社会の確立に向けた国土交通行政の展開～

平
成
17
年
12
月
に
実
施
し
た
意
識

調
査
に
よ
る
と
、
公
共
交
通
機
関
を

「
危
険
だ
と
思
う
」、「
ど
ち
ら
か
と
い

え
ば
危
険
だ
と
思
う
」
と
回
答
し
た

人
の
合
計
が
３
分
の
１
を
超
え
て
い

ま
す
。

（
件
） 

（年） 

5,2625,9635,3245,4276,5246,1196,2906,8586,7867,4397,1377,3607,7237,6117,8627,965

（
百
万
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
） 

死傷者数（人） 

事業用自動車重大事故件数（左軸） 
走行キロ（右軸） 
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資料）国土交通省「陸運統計要覧」、「自動車統計月報」より作成 

（
隻
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万
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キ
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死亡・行方不明 
者数（人） 

貨物船（左軸） 
貨物船・タンカー輸送トンキロ（右軸：百万トンキロ） 
 旅客船輸送人キロ（右軸：十万人キロ） 

タンカー（左軸） 旅客船（左軸） 
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（注）１　海難船舶隻数は、外国籍船の船舶海難を除く。また、台風及び異常気象に伴う海難を除く。 
　　　２　貨物船・タンカー輸送トンキロは、内航運送事業者の所有する日本籍船の輸送量である。 
　　　３　旅客船輸送人キロは、国内旅客輸送事業者の所有する日本籍船のものであり、年度計による 
資料）海上保安庁資料、国土交通省資料、国土交通省「内航船舶輸送統計」より作成 

0 20 40 60 80 100

n＝1,314

安全だと思う 
どちらかといえば安全だと思う 
どちらかといえば危険だと思う 
危険だと思う 
わからない 

（％） 

9.1％ 6.7％ 25.6％ 48.7％ 9.9％ 

資料）国土交通省 

（注）平成13年10月～17年12月に航空・鉄道事故調査委員会が報告書
を公表した鉄道運転事故件数 

資料）国土交通省 

自然災害 
12 

19.4％ 

鉄道運転 
事故件数合計 

62件 

鉄道係員 
11 

17.7％ 
車両 

2 
3.2％ 

鉄道施設 
7 

11.3％ 

鉄道外 
30 

48.4％ 

（注）平成元年～ 17年に発生した、特定本邦航空運送事
業者の航空事故発生件数（自然死を除く。） 

資料）国土交通省 

航空事故件数 
合計31件 

その他 
4 

12.9％ 

（注）平成 16年に発生した日本籍の貨物船、タンカー及び旅客船の海
難原因別隻数（台風及び異常気象に伴う海難を除く。） 

資料）海上保安庁 

気象海象不注意　6　1.9％ 

その他　45　14.5％ 

海難隻数合計 
311隻 

（注）平成16年に発生した重大事故件数 
資料）国土交通省 

事業用自動車の 
重大事故件数合計 

3,680件 

その他 
1,348 
36.6%

操縦士 
7 

22.6％ 

機材不具合 
1 

3.2％ 

乱気流 
19 

61.3％ 

見張り不十分 
87 

　28.0％ 

操船不適切 
68 

21.9％ 

人為的要因　266　85.5％ 

不可抗力等 
45 

14.5％ 

居眠り運航 
47 

15.1％ 

その他の人為的要因 
20 

6.4％ 
その他の運航過誤 

10 
3.2％ 

船体機器 
整備不良 

1 
0.3％ 

水路調査不十分 
15 

4.8％ 

船位不確認　12　3.9％ 

車両の故障 
193 

5.2%

乗務員 
2,139 
58.1%

＜海難船舶隻数（事業用）、海難に伴う死亡・行方不明者数及び輸送トンキロ・人キロの推移＞＜事業用自動車の重大事故件数、死傷者数及び走行キロの推移＞

＜公共交通機関の安全性について＞

＜輸送モード別事故原因＞

こ
の
よ
う
な
状
況
を
踏
ま
え
、
国
土
交
通
省
が
設
置
し
た

「
公
共
交
通
に
係
る
ヒ
ュ
ー
マ
ン
エ
ラ
ー
事
故
防
止
対
策
検
討
委

員
会
」
の
中
間
と
り
ま
と
め
で
は
、
陸
・
海
・
空
の
各
輸
送
モ
ー

ド
に
横
断
的
な
ヒ
ュ
ー
マ
ン
エ
ラ
ー
の
事
故
防
止
に
係
る
問
題
点

の
整
理
と
課
題
の
抽
出
が
行
わ
れ
ま
し
た
。
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概 要

防
止
策
の
検
討
を
行
い
、
平
成
18
年
２
月
、
中
間
報
告
を
取
り
ま

と
め
ま
し
た
。
こ
の
中
間
報
告
で
掲
げ
ら
れ
た
課
題
は
以
下
の
と

お
り
で
す
。

①
建
築
確
認
・
検
査
制
度
の
課
題

②
指
定
確
認
検
査
機
関
制
度
の
課
題

③
建
築
士
制
度
の
課
題

④
瑕
疵
担
保
責
任
制
度
の
課
題

⑤
住
宅
性
能
表
示
制
度
の
課
題

⑥
確
認
申
請
書
等
の
保
存
期
間
の
課
題

（
悪
質
リ
フ
ォ
ー
ム
問
題
）

悪
質
な
「
訪
問
販
売
に
よ
る
リ
フ
ォ
ー
ム
工
事
」
に
よ
る
消

費
者
被
害
が
社
会
問
題
と
な
っ
て
い
ま
す
。

国
民
の
豊
か
な
住
生
活
を
実
現
す
る
た
め
に
は
、住
宅
ス
ト
ッ
ク

の
有
効
活
用
が
重
要
で
あ
る
た
め
、
消
費
者
が
安
心
し
て
適
切
な

リ
フ
ォ
ー
ム
を
実
施
で
き
る
よ
う
、各
都
道
府
県
・
政
令
指
定
市
ご

と
に
リ
フ
ォ
ー
ム
相
談
窓
口
を
設
置
す
る
な
ど
、関
係
府
省
が
連
携

し
て
環
境
整
備
を
総
合
的
に
進
め
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

（
不
正
改
造
問
題
）

全
国
チ
ェ
ー
ン
の
ビ
ジ
ネ
ス
ホ
テ
ル
に
お
い
て
、
完
了
検
査

後
、
車
い
す
使
用
者
用
駐
車
施
設
の
撤
去
や
、
指
定
さ
れ
た
容
積

率
を
超
え
る
増
築
が
行
わ
れ
、
結
果
と
し
て
関
係
規
定
に
違
反
し

た
状
態
で
建
築
物
が
使
用
さ
れ
て
い
た
と
い
う
事
案
が
判
明
し
ま

し
た
。
本
件
に
つ
い
て
は
、
違
反
是
正
や
処
分
等
厳
正
に
対
処
す

る
と
と
も
に
、
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
に
対
す
る
意
識
の
低
さ
に
対

し
、「
心
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
」
を
推
進
す
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

（
住
宅
の
耐
震
化
）

地
震
に
よ
る
住
宅
の
倒
壊
を
防
ぐ
た
め
に
住
宅
の
耐
震
化
を

早
急
に
図
る
こ
と
が
重
要
で
す
。

（
構
造
計
算
書
偽
装
問
題
）

構
造
計
算
書
偽
装
問
題
を
受
け
て
、
建
築
物
の
耐
震
性
に
対

す
る
国
民
の
不
安
が
広
が
る
と
と
も
に
、
建
築
確
認
・
検
査
制
度

等
へ
の
信
頼
が
大
き
く
揺
ら
い
で
い
ま
す
。

（
１
）
構
造
計
算
書
の
偽
装
の
有
無
や
建
築
物
の
耐
震
性
等
の
調
査

建
築
物
の
耐
震
性
に
対
す
る
国
民
の
不
安
の
払
拭
に
向
け
て
、

構
造
計
算
書
に
係
る
偽
装
の
有
無
や
耐
震
性
等
の
調
査
を
早
急
に

進
め
る
こ
と
が
必
要
で
あ
り
、
そ
の
結
果
に
つ
い
て
取
り
ま
と
め

た
上
で
、
速
や
か
に
可
能
な
限
り
公
表
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
で

す
。

（
２
）
建
築
確
認
・
検
査
制
度
等
の
総
点
検
と
再
発
防
止
策
の
検
討

建
築
確
認
・
検
査
は
、
阪
神
・
淡
路
大
震
災
の
教
訓
を
踏
ま

え
、
平
成
10
年
の
「
建
築
基
準
法
」
改
正
に
よ
り
民
間
機
関
も
行

え
る
も
の
と
さ
れ
ま
し
た
。
こ
の
結
果
、
完
了
検
査
の
実
施
率
が

上
昇
（
10
年
度：

約
38
％→

16
年
度：

約
73
％
）
す
る
と
と
も

に
、
違
反
建
築
物
件
数
が
大
幅
に
減
少
（
10
年
度：

１
２
２
８

３
件→

16
年
度：
７
７
８
２
件
）
す
る
な
ど
、
建
築
確
認
・
検

査
の
民
間
開
放
そ
の
も
の
は
合
理
的
な
政
策
選
択
で
あ
っ
た
と
考

え
ら
れ
ま
す
。

し
か
し
な
が
ら
、
今
回
の
偽
装
問
題
の
判
明
に
よ
り
、
指
定

確
認
検
査
機
関
だ
け
で
な
く
特
定
行
政
庁
に
お
い
て
も
十
分
な
審

査
が
行
わ
れ
て
い
な
か
っ
た
事
実
が
明
ら
か
に
な
る
と
と
も
に
、

一
部
の
指
定
確
認
検
査
機
関
及
び
特
定
行
政
庁
に
お
い
て
審
査
上

の
不
備
が
確
認
さ
れ
ま
し
た
。
こ
の
た
め
、
今
回
の
問
題
は
、
民

間
開
放
に
伴
い
発
生
し
た
問
題
で
は
な
く
、
建
築
確
認
・
検
査
制

度
そ
の
も
の
に
内
在
す
る
問
題
と
言
わ
ざ
る
を
得
ま
せ
ん
。

こ
の
よ
う
な
状
況
に
あ
っ
て
、
社
会
資
本
整
備
審
議
会
建
築

分
科
会
に
お
い
て
は
、
建
築
確
認
・
検
査
制
度
等
の
点
検
と
再
発

○
ヒ
ュ
ー
マ
ン
エ
ラ
ー
事
故
防
止
に
向
け
た
課
題

ヒ
ュ
ー
マ
ン
エ
ラ
ー
に
よ
る
事
故
を
防
止
す
る
た
め
の
課
題

と
し
て
は
、
①
経
済
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
、
価
値
観
の
多
様
化
、
熾

烈
な
競
争
、
雇
用
の
流
動
化
等
社
会
状
況
の
大
き
な
変
化
を
背
景

と
し
た
「
不
安
全
行
動
を
容
認
す
る
職
場
環
境
・
企
業
風
土
」
の

課
題
（
組
織
的
課
題
）、
②
人
間
の
負
担
を
軽
減
し
て
エ
ラ
ー
の

発
生
を
抑
制
す
べ
く
導
入
さ
れ
た
高
度
技
術
シ
ス
テ
ム
が
、
人
間

に
と
っ
て
何
ら
か
の
意
味
で
「
わ
か
り
に
く
い
シ
ス
テ
ム
」
と
な

っ
て
い
る
な
ど
の
「
人
間
と
高
度
技
術
の
ミ
ス
マ
ッ
チ
」
の
課
題

（
技
術
的
課
題
）
の
２
つ
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。

﹇
建
築
物
の
安
全
・
安
心
を
脅
か
す
課
題
﹈

住
宅
、
マ
ン
シ
ョ
ン
等
の
建
築
物
は
、
国
民
生
活
の
最
も
基

本
的
な
基
盤
で
あ
り
、
自
然
災
害
か
ら
生
命
・
財
産
を
守
る
役
割

を
担
う
も
の
で
す
。

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

16131074平成元 6158555249昭和46

1,1931,1731,180

1,485
1,420

1,673

1,400

1,135
1,214

1,532

1,261

1,532

207223166198111186116129146116
7463

うちマンション 
（千戸） 

（年度） 
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も
、海
上
に
お
け
る
適
切
な
監
視
・
取
締
対
策
を
講
じ
る
必
要
が
あ

り
ま
す
。

○
テ
ロ
事
件
発
生
の
懸
念

平
成
17
年
10
月
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
・
バ
リ
島
に
お
い
て
日
本

人
を
含
む
多
く
の
死
傷
者
が
生
じ
る
爆
弾
テ
ロ
事
件
が
発
生
す
る

な
ど
、
近
年
ア
ジ
ア
地
域
で
の
テ
ロ
事
件
発
生
割
合
が
高
く
な
っ

て
お
り
、
テ
ロ
事
件
の
脅
威
は
我
が
国
の
周
辺
地
域
に
ま
で
及
ん

で
き
て
い
ま
す
。

海
外
と
の
間
の
人
流
・
物
流
が
増
大
し
て
い
る
中
、
我
が
国

に
お
い
て
も
テ
ロ
対
策
の
重
要
性
は
増
し
て
い
ま
す
。
今
後
も
国

民
生
活
や
経
済
活
動
を
支
え
る
重
要
な
基
盤
で
あ
る
陸
・
海
・
空

の
交
通
機
関
や
空
港
、
港
湾
、
ダ
ム
等
の
重
要
施
設
等
に
お
け
る

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
の
向
上
等
に
全
力
を
挙
げ
て
取
り
組
み
、
テ
ロ
事

件
の
未
然
防
止
と
安
全
確
保
に
努
め
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

○
海
上
に
お
け
る
安
全
・
安
心
確
保
の
必
要
性

我
が
国
と
海
外
と
の
間
の
物
流
が
増
大
し
て
い
る
中
で
、
我

が
国
の
貿
易
は
主
に
海
上
輸
送
に
よ
り
行
わ
れ
て
お
り
、
海
上
に

お
け
る
安
全
・
安
心
の
確
保
は
重
要
な
課
題
で
す
。

そ
の
よ
う
な
中
、我
が
国
の
物
流
に
と
っ
て
重
要
な
東
ア
ジ
ア
海

域
で
の
海
賊
事
件
の
発
生
件
数
は
依
然
と
し
て
多
く
な
って
い
ま
す
。

ま
た
、密
輸
・
密
航
に
端
を
発
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
薬
物
乱

用
、銃
器
を
使
用
し
た
強
盗
・
殺
人
、

不
法
入
国
者
を
含
む
来
日
外
国
人
に

よ
る
犯
罪
等
が
多
発
し
、こ
れ
ま
で

に
我
が
国
沿
岸
海
域
に
お
い
て
、
重

大
な
犯
罪
に
関
与
し
て
い
る
疑
い
の

あ
る
不
審
船
・
工
作
船
事
案
も
発
生

し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
我
が
国
領
域

内
の
安
全
・
安
心
確
保
の
観
点
か
ら

﹇
経
済
活
動
の
広
域
化
・
グ
ロ
ー
バ
ル
化
に
伴
う
課
題
﹈

経
済
活
動
の
広
域
化
・
グ
ロ
ー
バ
ル
化
に
伴
い
、
我
が
国
と

海
外
を
行
き
来
す
る
人
や
物
の
流
れ
は
年
々
増
大
し
、
我
が
国
に

在
留
し
て
い
る
外
国
人
も
増
加
し
て
い
ま
す
。
さ
ら
に
、
我
が
国

と
海
外
、
特
に
東
ア
ジ
ア
と
の
相
互
依
存
関
係
が
急
速
に
進
展
し

て
お
り
、
経
済
的
な
結
び
つ
き
が
強
ま
っ
て
い
ま
す
。
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概 要

○
自
然
災
害
発
生
に
対
す
る
備
え
の
必
要
性

我
が
国
は
自
然
災
害
が
多
発
す
る
国
土
条
件
に
あ
り
、
地
震

の
発
生
は
国
内
に
お
け
る
経
営
リ
ス
ク
の
一
要
因
と
な
っ
て
い
ま

す
。
さ
ら
に
、
近
年
、
経
済
活
動
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
の
進
展
に
伴

い
、
海
外
に
進
出
す
る
企
業
が
増
加
し
て
お
り
、
進
出
先
で
発
生

す
る
自
然
災
害
に
よ
る
被
害
も
経
営
リ
ス
ク
の
一
要
因
に
な
っ
て

い
ま
す
。

以
上
よ
り
、
企
業
に
と
っ
て
、
国
内
及
び
海
外
で
の
自
然
災

害
発
生
に
備
え
る
こ
と
が
重
要
で
す
。

﹇
有
害
物
質
の
使
用
に
伴
う
課
題
﹈

こ
れ
ま
で
様
々
な
産
業
活
動
や
日
常
生
活
の
中
で
数
万
種
に

上
る
と
言
わ
れ
る
多
種
多
様
な
化
学
物
質
や
天
然
鉱
物
等
が
使
用

さ
れ
、
生
活
に
利
便
を
提
供
し
て
き
ま
し
た
。
し
か
し
、
こ
れ
ら

の
物
質
の
中
に
は
利
便
性
が
高
い
反
面
、
人
体
や
環
境
に
悪
影
響

を
及
ぼ
す
危
険
性
を
有
す
る
も
の
も
あ
り
ま
す
。

実
際
に
、
１
９
６
０
年
代
か
ら
１
９
７
０
年
代
の
高
度
経
済

成
長
期
に
お
い
て
は
、
経
済
活
動
に
お
い
て
使
用
・
排
出
さ
れ
て

い
た
水
銀
や
カ
ド
ミ
ウ
ム
等
の
有
害
化
学
物
質
に
よ
っ
て
四
大
公

害
を
始
め
と
す
る
公
害
問
題
が
発
生
し
、
国
民
の
健
康
や
生
活
環

境
に
多
大
な
害
を
及
ぼ
し
ま
し
た
。
ま
た
、
１
９
７
０
年
代
か
ら

１
９
８
０
年
代
に
は
、
冷
媒
等
と
し
て
長
期
間
使
用
さ
れ
て
き
た

フ
ロ
ン
類
に
よ
る
オ
ゾ
ン
層
の
破
壊
が
確
認
さ
れ
、
有
害
な
紫
外

線
の
増
加
に
よ
る
人
の
健
康
や
生
態
系
へ
の
影
響
が
懸
念
さ
れ
ま

し
た
。
こ
う
し
た
事
例
は
、
有
害
物
質
に
よ
る
悪
影
響
が
顕
在
化

し
た
事
例
と
い
え
、
関
係
化
学
物
質
の
使
用
禁
止
等
に
よ
り
社
会

全
体
で
対
策
を
講
じ
て
き
ま
し
た
。

し
か
し
、
ア
ス
ベ
ス
ト
の
よ
う
に
、
各
時
点
に
お
い
て
そ
の

当
時
の
科
学
的
知
見
に
基
づ
き
対
応
を
行
っ
て
き
ま
し
た
が
、
完

全
な
科
学
的
確
実
性
が
無
く
て
も
深
刻
な
被
害
を
も
た
ら
す
お
そ

れ
が
あ
る
場
合
に
は
対
策
を
遅
ら
せ
て
は
な
ら
な
い
と
い
う
、
国

際
的
に
も
認
知
さ
れ
て
い
る
「
予
防
的
ア
プ
ロ
ー
チ
」
の
考
え
方

が
浸
透
し
て
い
な
か
っ
た
た
め
、
こ
れ
に
基
づ
く
対
応
が
講
じ
ら

れ
な
か
っ
た
事
例
が
見
受
け
ら
れ
ま
す
。

ア
ス
ベ
ス
ト
問
題
等
有

害
物
質
に
よ
る
人
の
健
康

や
地
球
環
境
へ
の
悪
影
響

を
未
然
に
防
止
す
る
た
め

に
は
、
環
境
リ
ス
ク
に
つ

い
て
の
評
価
を
行
い
、
適

切
な
環
境
リ
ス
ク
対
策
を

行
う
必
要
が
あ
り
ま
す
。

ま
た
、
経
済
協
力
開
発
機

構
（
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
）、
世
界
保

健
機
構
（
Ｗ
Ｈ
Ｏ
）、
国
連

環
境
計
画
（
Ｕ
Ｎ
Ｅ
Ｐ
）

等
の
国
際
機
関
の
活
動
に

日
本
も
積
極
的
に
参
加
す

る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い

ま
す
。

﹇
社
会
資
本
の
老
朽
化
に
伴

う
課
題
﹈

我
が
国
の
社
会
資
本
は
、

社
会
的
ニ
ー
ズ
に
応
じ
て
着

実
に
整
備
が
進
め
ら
れ
て
き

ま
し
た
。
し
か
し
、
我
が
国

に
お
い
て
も
、
高
度
経
済
成

長
期
を
中
心
に
大
量
に
整

備
・
蓄
積
さ
れ
て
き
た
社
会

資
本
が
順
次
老
朽
化
し
て
い

く
こ
と
を
考
慮
す
る
と
、
適

切
な
維
持
管
理
・
更
新
を
行

わ
な
け
れ
ば
、
安
全
性
が
損

な
わ
れ
る
お
そ
れ
が
あ
り
ま

す
。

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

2025201520051995
0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

2025（年） （年） 201520051995

〈道路の老朽化の事例〉 
塩害による主桁PC鋼材の破断 RC床版の疲労による抜け落ち 

建設後50年以上の橋梁数 

橋
梁
数 

一般国道 
地方道 

建設後50年以上のトンネル数 

ト
ン
ネ
ル
数 

一般国道 
地方道 

（注）ＰＣ鋼材：コンクリートに圧縮力（プレストレス）を導入するための鋼材 
　　　ＲＣ床版：自動車等を直接支える鉄筋コンクリート製の床 
資料）国土交通省 



27 国土交通　2006. 5

特集■平成17年度国土交通白書　～安全・安心社会の確立に向けた国土交通行政の展開～

﹇
防
災
・
減
災
対
策
の
総
合
的
な
実
施
﹈

自
然
災
害
に
対
し
、
防
災
対
策
を
強
化
し
て
い
く
こ

と
は
重
要
で
あ
り
、
と
り
わ
け
、
被
害
軽
減
に
資
す
る

減
災
対
策
を
早
急
に
実
施
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

そ
の
際
、
目
標
期
限
を
示
し
て
強
力
に
取
組
み
を
進
め

て
い
く
こ
と
が
重
要
で
す
。

そ
の
た
め
、
ハ
ー
ド
整
備
に
加
え
、
防
災
情
報
の
適

切
な
提
供
等
に
よ
り
災
害
に
対
す
る
安
全
性
を
高
め
る

な
ど
、
総
合
的
な
ソ
フ
ト
対
策
の
充
実
を
図
る
こ
と
等

も
必
要
で
す
。

○
地
震
対
策
の
推
進

平
成
18
年
を
「
耐
震
元
年
」
と
位
置
付
け
、
被
害
軽

減
の
最
も
効
果
的
な
対
策
で
あ
る
住
宅
・
建
築
物
、
交

通
イ
ン
フ
ラ
、
緊
急
輸
送
道
路
等
建
造
物
の
耐
震
化
、

密
集
市
街
地
の
重
点
整
備
、
帰
宅
困
難
者
へ
の
情
報
提

供
、
孤
立
集
落
に
お
け
る
対
策
、
実
効
性
の
あ
る
事
業

継
続
計
画
（
Ｂ
Ｃ
Ｐ
）
の
策
定
、
円
滑
か
つ
迅
速
な
復

興
を
進
め
る
な
ど
、
地
震
発
生
時
に
被
害
が
発
生
・
拡

大
し
な
い
た
め
の
取
組
み
を
行
う
必
要
が
あ
り
ま
す
。

○
津
波
対
策
の
推
進

近
年
、
東
海
、
東
南
海
・
南
海
地
震
等
海
溝
型
地
震

の
発
生
可
能
性
の
高
さ
が
指
摘
さ
れ
、
そ
れ
に
伴
う
大

規
模
な
近
地
津
波
の
発
生
が
想
定
さ
れ
て
い
る
こ
と
か

ら
、
津
波
に
備
え
た
堤
防
等
既
存
施
設
の
機
能
確
保
や

津
波
発
生
時
に
お
け
る
避
難
対
策
を
始
め
と
す
る
津
波

被
害
が
発
生
・
拡
大
し
な
い
よ
う
な
取
組
み
を
行
う
こ

と
が
必
要
で
す
。

○
豪
雨
・
高
潮
災
害
対
策
の
推
進

近
年
、
気
候
変
動
の
影
響
等
に
よ
り
施
設
能
力
を
超
え
る
豪
雨

が
発
生
し
て
お
り
、
ま
た
ゼ
ロ
メ
ー
ト
ル
地
帯
に
は
人
口
や
資
産

が
集
積
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
防
護
施
設
の
整
備
を
進
め
、
信
頼

性
の
確
保
を
図
る
た
め
十
分
な
管
理
を
行
う
こ
と
が
重
要
で
す
。

一
方
で
、
財
政
制
約
の
中
、
施
設
整
備
に
は
時
間
が
か
か
り
、
施

設
の
整
備
途
上
で
の
被
災
が
有
り
得
る
こ
と
等
か
ら
、
床
上
浸
水

や
土
石
流
を
始
め
と
す
る
豪
雨
災
害
や
高
潮
災
害
が
発
生
し
た
場

合
で
も
被
害
が
発
生
・
拡
大
し
な
い
よ
う
な
取
組
み
も
併
せ
て
行

う
必
要
が
あ
り
ま
す
。

第
３
章
　
真
の
安
全
・
安
心
社
会
の
確
立
に
向
け
た

国
土
交
通
施
策
の
方
向
性

少子高齢化、人口や交通等の集中、経済活動のグローバル化等の社会構造の変化等に伴って顕在化した新しい

課題については、新たな視点からの取組みが必要です。

真の安全・安心社会を確立するためには、「自助」、「共助」、「公助」の考え方に代表されるように、行政だけで

なく個人や地域、企業等すべての主体が連携し、社会全体で取り組むことが必要です。

その際、生活の豊かさや便利さ等を追求すると、それに伴って危険性が高まる面があり、また、安全・安心の

確保には、社会・経済活動にとってコストがかかり、便利さや時間を犠牲にしなければならない面があるという

認識を持つことが重要です。

国土交通省としては、

①限られた財源や人員を、安全・安心の確保に最優先で活用する。

②施策にスピード感を持って取り組むとともに、常に施策を点検し、不断の見直し・改善を行う。

③自然災害、事故等を未然に防止することを最優先としつつも、常に不測の事態を想定し、被害を最小化する

危機管理対策を講じる。

④国民の安全・安心を脅かす危険に関する情報については、国民がわかりやすい形で開示する。

との基本姿勢の下、安全・安心社会の確立に向けた施策を省を挙げて推進していくこととします。

以上のような取組みにより、真の「安全・安心大国」の実現を目指していかなければなりません。

＜住宅の耐震化の目標＞

S57以降 
耐震性あり 
約2,850万戸 

S57以降 
耐震性あり 
約3800万戸 

住宅の耐震化の状況 10年後の目標 

耐震化 
の推進 

耐震性なし 
約1,150万戸 

耐震改修済み 
約50万戸 

耐震診断で 
耐震性あり 
約650万戸 

耐震性なし 
500万戸 

耐震改修済み 
約150万戸 

耐震診断で 
耐震性あり 

500万戸 

S57 
以降 

S57 
以降 

S56 
以前 S56 

以前 

総戸数 約4,700万戸 
　耐震性あり 約3,550万戸 
　耐震性なし 約1,150万戸 
　　※平成15年の推計値 

耐震化率　約75％ 

総戸数 約4,950万戸 
　耐震性あり 約4,450万戸 
　耐震性なし 約500万戸 
　　※平成27年の推計値 

目標：耐震化率　9割 

建替約550万戸 

改修約100万戸 

従来より 
50～100万戸増 

従来の 
2～3倍のペース 

S57以降 
耐震性あり 
約3,800万戸 

資料）国土交通省 
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概 要

﹇
官
・
民
共
同
に
よ
る
運
輸
の
安
全
性
確
保
・
向
上
へ
の
取
組
み
﹈

○
安
全
風
土
の
確
立
に
向
け
事
業
者
に
期
待
さ
れ
る
取
組
み

平
成
17
年
12
月
に
実
施
し
た
意
識
調
査
に
よ
る
と
、
公
共
交

通
機
関
の
安
全
性
を
高
め
る
た
め
に
必
要
な
対
策
と
し
て
、
行
政

に
よ
る
対
策
の
充
実
強
化
を
求
め
る
回
答
も
多
く
な
っ
て
い
ま
す

が
、
一
方
で
事
業
者
に
お
け
る
体
制
整
備
を
求
め
る
回
答
も
多
く

な
っ
て
い
ま
す
。

事
業
者
が
安
全
確
保
の
重
要
性
を
再
認
識
し
、
安
全
風
土
の

構
築
に
向
け
て
、
経
営
の
ト
ッ
プ
か
ら
利
用
者
に
直
に
接
す
る
現

場
ま
で
一
体
と
な
っ
た
取
組
み
を
行
う
た
め
に
は
、
経
営
ト
ッ
プ

の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
の
下
で
、
安
全
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
態
勢
の
構
築

を
始
め
と
す
る
以
下
に
掲
げ
る
取
組
み
を
不
断
に
行
う
こ
と
が
強

く
期
待
さ
れ
ま
す
。

○
行
政
に
よ
る
事
業
者
監
視
体
制
の
強
化
と
環
境
整
備

事
業
者
の
安
全
確
保
に
対
す
る
取
組
み
を
よ
り
確
実
に
す
る

た
め
、
こ
れ
ま
で
の
現
場
中
心
・
定
点
チ
ェ
ッ
ク
中
心
で
あ
っ
た

行
政
手
法
の
転
換
を
図
り
、
従
来
か
ら
実
施
し
て
き
た
保
安
（
安

全
）
監
査
に
加
え
て
、
事
業
者
内
に
お
け
る
安
全
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

の
取
組
み
に
つ
い
て
も
、
事
業
者
の
自
主
性
、
自
己
責
任
原
則
を

基
本
と
し
つ
つ
、
そ
れ
を
補
完
す
る
形
で
「
経
営
ト
ッ
プ
の
コ
ミ

ッ
ト
メ
ン
ト
は
あ
る
か
」、「
プ
ロ
セ
ス
と
し
て
機
能
し
て
い
る

か
」
等
に
つ
い
て
行
政
に
よ
る
評
価
を
行
う
な
ど
、
以
下
の
よ
う

な
行
政
手
法
に
つ
い
て
検
討
・
実
施
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

＜ハード整備とソフト対策が一体となった内水対策＞

：ハード整備 

：ソフト対策 

排水機場 

河道改修（河道掘削、築堤） 

排水機場の整備 

遊水地の整備 

ポンプ運転調整 
ルールの設定 

遊水地 

河道改修 
（河道掘削、築堤） 

・盛土抑制 
・災害危険区域の指定 

市街化調整区域の保持 

二線堤（輪中堤） 

湛水を許容しない区域 

湛水を許容する区域 

・内水被害に対する住民意識の向上 
・ハザードマップ作成・普及 
・浸水被害実績等の公表 
・避難計画の策定 

湛水を許容する区域 

資料）国土交通省 

n＝1,314

（％） 
0 10 20 30 40 50

わからない 

事故の原因究明を充実させる 

安全性を高めるための施設・設備を整備する 

安全に対する規制を強化する 

安全管理に関する事業者の社内体制を整備する 

安全に関する情報の収集・提供を充実させる 

安全性を高めるための技術を開発する  43.1 

 39.0 

 38.5 

 38.1 

 33.8 

 25.0 

 5.9

資料）国土交通省 

＜公共交通機関の安全性を高めるために
必要だと思う対策（複数回答）＞

○
安
全
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
態
勢
の
構
築
と
継
続
的
取
組
み

・
経
営
ト
ッ
プ
の
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト
の
明
確
化

・
基
本
方
針
の
確
立
・
明
確
化

・
事
業
に
伴
う
安
全
に
関
す
る
リ
ス
ク
の
洗
い
出
し
（
リ
ス
ク
ア
セ

ス
メ
ン
ト
）

・
把
握
し
た
安
全
に
関
す
る
リ
ス
ク
の
優
先
順
位
付
け
と
対
応
策
の

検
討
・
実
施

・
社
内
体
制
の
整
備
及
び
責
任
と
権
限
の
明
確
化

・
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
・
情
報
共
有
の
た
め
の
適
切
な
プ
ロ
セ
ス

の
確
立

・
効
果
的
な
内
部
監
査
の
実
施
（
外
部
人
材
の
活
用
を
含
む
）

・
経
営
ト
ッ
プ
の
関
与
の
下
で
の
定
期
的
な
見
直
し
と
継
続
的
な
改

善
措
置
の
実
施

○
安
全
風
土
を
構
築
す
る
た
め
の
教
育
・
研
修
の
実
施

○
危
機
発
生
時
の
対
応
方
針
の
確
立

○
適
切
な
健
康
管
理
（
身
体
適
性
、
運
転
適
性
、
日
常
管
理
）
の
実

施

・
交
通
事
業
者
に
お
け
る
安
全
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を
含
む
内
部
管
理
態

勢
の
適
切
性
を
評
価
す
る
プ
ロ
セ
ス
チ
ェ
ッ
ク
（
安
全
マ
ネ
ジ
メ

ン
ト
評
価
）
を
実
施

・
専
門
的
・
体
系
的
な
保
安
（
安
全
）
監
査
の
充
実
・
強
化

・
各
輸
送
モ
ー
ド
の
特
性
に
応
じ
た
実
効
あ
る
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
等

の
導
入

・
安
全
監
視
要
員
の
充
実
・
強
化
、
モ
ー
ド
横
断
的
な
安
全
監
視
組

織
の
設
置
等
組
織
体
制
の
強
化

・
外
部
の
組
織
に
よ
る
第
三
者
的
チ
ェ
ッ
ク
機
能
の
活
用

・
安
全
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
係
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
作
成

・
事
業
者
に
お
け
る
人
材
育
成
・
教
育
研
修
に
対
す
る
支
援

・
安
全
情
報
の
収
集
・
分
析
の
強
化
と
そ
の
結
果
に
基
づ
い
た
安
全

基
準
の
見
直
し
等
予
防
的
安
全
対
策
の
実
施

・
航
空
・
鉄
道
事
故
調
査
委
員
会
の
組
織
・
体
制
の
充
実
・
強
化
等

事
故
原
因
の
究
明
の
徹
底
と
適
時
適
切
な
情
報
の
公
表

事
業
者
監
視
体
制
の
強
化
に
加
え
て
、
事
業
者
が
事
故
防
止

に
取
り
組
む
た
め
の
環
境
を
整
備
す
る
こ
と
も
行
政
の
果
た
す
べ

き
重
要
な
役
割
で
す
。
具
体
的
内
容
と
し
て
は
以
下
の
よ
う
な
事

項
に
つ
い
て
検
討
・
実
施
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
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○
踏
切
対
策
の
強
化
・
ス
ピ
ー
ド
ア
ッ
プ

最
近
の
「
開
か
ず
の
踏
切
」
で
の
死
傷
事
故
の
発
生
等
も
踏

ま
え
、
踏
切
道
に
お
け
る
事
故
防
止
と
交
通
の
円
滑
化
を
図
る

た
め
、
連
続
立
体
交
差
事
業
等
の
「
抜
本
対
策
」
と
、
踏
切
部

歩
道
の
拡
幅
、
横
断
歩
道
橋
等
の
整
備
、
遮
断
時
間
の
短
縮
を

図
る
高
度
な
踏
切
遮
断
機
（「
賢
い
踏
切
」）
の
導
入
等
の
「
速

効
対
策
」
を
両
輪
と
し
て
、「
開
か
ず
の
踏
切
」
対
策
を
始
め

と
し
た
踏
切
対
策
の
ス
ピ
ー
ド
ア
ッ
プ
に
努
め
る
こ
と
が
重
要

で
す
。

﹇
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
デ
ザ
イ
ン
の
考
え
方
を
踏
ま
え
た
施
策
の
推
進
﹈

○
日
常
生
活
に
お
け
る
対
策
の
実
施

（
だ
れ
も
が
安
全
で
円
滑
に
利
用
で
き
る
公
共
交
通
の
実
現
）

高
齢
者
、
障
害
者
、
妊
産
婦
、
子
ど
も
、
子
ど
も
連
れ
の
人
、

外
国
人
を
含
め
た
す
べ
て
の
人
が
円
滑
に
利
用
で
き
る
公
共
交
通

の
実
現
を
図
る
べ
く
、
駅
等
の
交
通
結
節
点
に
お
け
る
利
便
性
向

上
、
乗
継
円
滑
化
及
び
情
報
提
供
の
高
度
化
を
重
点
的
に
進
め
る

必
要
が
あ
り
ま
す
。

ま
た
、
事
業
者
に
お
け
る
ノ
ン
ス
テ
ッ
プ
バ
ス
等
の
導
入
を
更

に
促
進
す
る
と
と
も
に
、
通
常
の
公
共
交
通
に
よ
っ
て
は
対
応
す

る
こ
と
が
困
難
な
、
高
齢
者
、
障
害
者
、
乳
幼
児
等
の
安
全
な
移

動
へ
の
ニ
ー
ズ
に
き
め
細
や
か
に
対
応
す
る
た
め
、
福
祉
タ
ク
シ

ー
、
ス
ペ
シ
ャ
ル
ト
ラ
ン
ス
ポ
ー
ト
サ
ー
ビ
ス
（
Ｓ
Ｔ
Ｓ
）
等
、

ド
ア
・
ツ
ー
・
ド
ア
の
輸
送
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
を
充
実
さ
せ
る
こ

と
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

（
だ
れ
も
が
安
全
で
暮
ら
し
や
す
い
ま
ち
づ
く
り
）

過
度
に
自
動
車
に
依
存
す
る
こ
と
な
く
、
歩
い
て
暮
ら
せ
る
ま

ち
づ
く
り
に
向
け
て
、
街
な
か
居
住
を
進
め
、
徒
歩
圏
内
に
生
活

関
連
施
設
等
が
近
接
す
る
コ
ン
パ
ク
ト
な
ま
ち
づ
く
り
を
推
進
す

る
こ
と
が
重
要
で
す
。

ま
た
、
福
祉
部
局
を
始
め
関
係
部
局
と
も
連
携
し
、
多
様
な
居

住
の
場
の
整
備
や
不
足
す
る
高
齢
者
、
障
害
者
、
子
育
て
家
族
等

が
必
要
と
す
る
施
設
の
ま
ち
な
か
等
で
の
整
備
を
支
援
し
、
地
域

に
お
け
る
居
住
・
福
祉
・
に
ぎ
わ
い
等
生
活
機
能
の
創
出
を
図
る

必
要
が
あ
り
ま
す
。

（
Ｉ
Ｔ
を
活
用
し
た
情
報
提
供
の
充
実
）

す
べ
て
の
人
が
安
全
・
安
心
に
生
活
・
移
動
で
き
る
環
境
を
構

築
す
る
た
め
、「
移
動
経
路
」、「
交
通
手
段
」
等
の
情
報
を
提
供
す

る
自
律
移
動
支
援
シ
ス
テ
ム
の
実
用
化
に
向
け
た
研
究
開
発
等
、

ユ
ビ
キ
タ
ス
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
技
術
等
の
活
用
に
よ
る
情
報
提
供

の
充
実
に
向
け
た
取
組
み
を
進
め
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

（
一
体
的
・
総
合
的
な
バ
リ
ア
フ
リ
ー
施
策
の
推
進
）

す
べ
て
の
人
が
安
全
・
安
心
に
生
活
し
、
社
会
参
加
で
き
る
よ

う
に
す
る
た
め
に
は
、
自
宅
か
ら
交
通
機
関
、
ま
ち
な
か
ま
で
、

ハ
ー
ド
・
ソ
フ
ト
両
面
に
わ
た
り
連
続
し
た
バ
リ
ア
フ
リ
ー
環
境

の
整
備
を
推
進
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
ま
た
、
国
民
一
人
一
人

が
高
齢
者
、
障
害
者
等
の
困
難
を
自
ら
の
問
題
と
し
て
認
識
し
、

そ
の
社
会
参
加
に
積
極
的
に
協
力
す
る
「
心
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
」

を
推
進
す
る
こ
と
も
求
め
ら
れ
ま
す
。

○
災
害
時
要
援
護
者
を
考
慮
し
た
対
策
の
実
施

高
齢
者
、
障
害
者
、
外
国
人
等
の
災
害
時
要
援
護
者
が
、
迅
速

か
つ
適
切
に
避
難
が
で
き
る
よ
う
、
避
難
情
報
の
早
期
提
供
や
避

難
誘
導
体
制
の
見
直
し
・
再
整
備
を
行
う
こ
と
が
重
要
で
す
。

ま
た
、
災
害
時
要
援
護
者
は
避
難
そ
の
も
の
が
困
難
で
あ
る
こ

と
が
多
い
た
め
、
災
害
時
要
援
護
者
関
連
施
設
周
辺
等
の
防
災
基

盤
を
優
先
的
に
整
備
す
る
こ
と
も
必
要
で
す
。

﹇
連
携
の
強
化
﹈

○
Ｎ
Ｐ
Ｏ
や
企
業
と
連
携
し
た
地
域
防
災
力
の
向
上

自
然
災
害
に
よ
る
被
害
を
軽
減
す
る
た
め
に
は
、
地
域
住
民
が

Ｎ
Ｐ
Ｏ
や
企
業
と
連
携
し
て
地
域
防
災
力
を
向
上
さ
せ
る
こ
と
が

重
要
で
す
。
そ
の
た
め
に
は
、
自
ら
の
身
の
安
全
は
自
ら
が
守
る

と
い
う
意
識
啓
発
を
行
う
必
要
が
あ
り
ま
す
。

（
自
主
防
災
組
織
に
よ
る
取
組
み
）

「
共
助
」
の
例
で
あ
る
自
主
防
災
組
織
は
、
地
域
に
よ
っ
て
結

成
状
況
に
大
き
な
差
が
見
ら
れ
ま
す
。
自
主
的
な
防
災
活
動
を
効

果
的
か
つ
組
織
的
に
行
う
た
め
に
は
、
地
域
ご
と
に
自
主
防
災
組

織
を
整
備
し
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
等
と
連
携
を
図
り
な
が
ら
大
規
模
災
害
を

想
定
し
て
の
防
災
訓
練
の
積
み
重
ね
等
を
行
う
必
要
が
あ
り
ま
す
。

＜遮断時間を短縮する「賢い踏切」のイメージ＞
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（
企
業
に
お
け
る
防
災
の
取
組
み
）

企
業
に
お
い
て
は
、
事
務
所
・
事
業
所
の
耐
震
化
や
風
水
害
へ

の
備
え
を
行
う
な
ど
、「
自
助
」に
よ
る
取
組
み
を
行
う
と
と
も
に
、

災
害
時
に
可
能
な
限
り
短
時
間
で
重
要
な
機
能
を
再
開
す
る
た
め

の
事
業
継
続
計
画
（
Ｂ
Ｃ
Ｐ
）
を
あ
ら
か
じ
め
策
定
し
て
お
く
こ

と
が
望
ま
れ
ま
す
。

ま
た
、
企
業
は
「
共
助
」
と
し
て
、
防
災
に
つ
い
て
地
域
貢
献

を
果
た
す
こ
と
が
重
要
で
す
。

（
国
に
お
け
る
地
域
防
災
力
強
化
に
向
け
た
支
援
）

防
災
Ｎ
Ｐ
Ｏ
や
防
災
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化
を
図

り
、
自
主
防
災
組
織
等
の
先
進
的
な
取
組
み
を
紹
介
す
る
な
ど
、

国
も
地
域
の
防
災
力
が
高
ま
る
よ
う
積
極
的
に
支
援
を
行
う
必
要

が
あ
り
ま
す
。

以
上
の
こ
と
か
ら
、
個
人
レ
ベ
ル
で
は
「
自
助
」
に
取
り
組
む

と
と
も
に
、「
共
助
」
と
し
て
、
自
治
会
、
商
店
街
、
Ｐ
Ｔ
Ａ
、
Ｎ

Ｐ
Ｏ
、
企
業
等
が
連
携
し
、
主
体
的
に
対
策
を
講
じ
る
こ
と
に
よ

り
、
地
域
防
災
力
を
高
め
る
こ
と
が
重
要
で
す
。
ま
た
、
可
能
な

限
り
平
常
時
の
取
組
み
と
し
て
防
災
を
定
着
さ
せ
る
必
要
が
あ
り

ま
す
。

○
地
方
公
共
団
体
と
の
連
携
の
強
化

自
然
災
害
へ
の
対
応
に
つ
い
て
重
要
な
役
割
を
担
う
地
方
公
共

団
体
が
、
国
、
地
域
住
民
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
、
企
業
等
と
今
ま
で
以
上
に

連
携
を
図
る
こ
と
に
よ
り
、
地
域
に
お
け
る
防
災
力
を
高
め
る
こ

と
が
重
要
で
す
。

（
地
方
公
共
団
体
に
お
け
る
防
災
の
取
組
み
）

地
方
公
共
団
体
は
、地
域
に
お
け
る
防
災
力
を
向
上
さ
せ
る
た
め
、

地
域
住
民
等
が
自
主
的
な
防
災
活
動
を
円
滑
に
実
施
す
る
た
め
の
支

援
を
行
う
必
要
が
あ
り
ま
す
。
ま
た
、避
難
路
の
整
備
等
を
国
、地

域
住
民
、Ｎ
Ｐ
Ｏ
、企
業
等
と
連
携
し
な
が
ら
実
施
す
る
必
要
が
あ

り
ま
す
。
さ
ら
に
、災
害
時
に
お
い
て
地
域
に
と
って
必
要
な
企
業
に

よ
る
貢
献
に
つい
て
は
、地
域
防
災
計
画
や
協
定
に
よ
り
あ
ら
か
じ

め
明
確
に
位
置
付
け
て
お
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

（
災
害
時
に
お
け
る
国
か
ら
地
方
公
共
団
体
へ
の
支
援
）

災
害
対
策
用
ヘ
リ
コ
プ
タ
ー
等
の
機
械
や
情
報
通
信
ネ
ッ
ト
ワ

ー
ク
等
を
活
用
し
、
広
域
的
に
地
方
公
共
団
体
を
始
め
と
す
る
関

係
機
関
を
支
援
す
る
と
と
も
に
、
被
災
し
た
建
築
物
の
応
急
危
険

度
判
定
に
協
力
す
る
な
ど
、
災
害
時
に
お
い
て
国
は
積
極
的
に
地

方
公
共
団
体
を
支
援
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

○
防
犯
対
策
等
と
ま
ち
づ
く
り
の
連
携
・
協
働

ま
ち
づ
く
り
に
関
係
す
る
多
様
な
主
体
が
、
防
犯
等
地
域
の
安

全
・
安
心
に
係
る
情
報
を
共
有
し
、
相
互
に
連
携
・
協
働
す
る
こ

と
に
よ
り
、
犯
罪
等
に
対
し
安
全
・
安
心
な
ま
ち
づ
く
り
を
推
進

し
て
い
ま
す
。

そ
の
た
め
に
は
、
通
学
路
周
辺
、
住
宅
地
、
商
店
街
等
の
地
域

特
性
に
応
じ
、
照
度
や
見
通
し
の
確
保
等
、
防
犯
に
配
慮
し
た
公

共
施
設
等
の
整
備
・
管
理
を
促
進
す
る
と
と
も
に
、
防
犯
パ
ト
ロ

ー
ル
、
防
犯
カ
メ
ラ
の
設
置
、
地
域
の
路
線
バ
ス
の
ス
ク
ー
ル
バ

ス
と
し
て
の
活
用
等
を
行
う
な
ど
、
と
り
わ
け
子
ど
も
等
の
安

全
・
安
心
な
環
境
の
確
保
を
図
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
ま
た
、
住

宅
の
防
犯
性
能
を
評
価
す
る
シ
ス
テ
ム
を
普
及
さ
せ
る
な
ど
、
安

全
・
安
心
の
確
保
に
向
け
た
新
た
な
仕
組
み
の
構
築
を
図
る
必
要

が
あ
り
ま
す
。

○
テ
ロ
対
策
、
海
賊
対
策
等
に
お
け
る
連
携
の
推
進

（
関
係
機
関
等
と
の
連
携
強
化
）

テ
ロ
事
件
や
密
輸
・
密
航
事
件
等
の
国
際
組
織
犯
罪
を
未
然
に

防
止
す
る
た
め
に
は
、
ヒ
ト
・
モ
ノ
が
出
入
り
す
る
我
が
国
の
国

際
空
港
、
国
際
港
湾
等
に
お
け
る
水
際
対
策
の
強
化
が
特
に
重
要

で
あ
り
、
国
際
物
流
分
野
で
は
、
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
強
化
と
物
流
効

率
化
の
両
立
を
目
指
し
た
施
策
の
検
討
が
必
要
で
す
。

さ
ら
に
、
鉄
道
、
バ
ス
等
の
国
内
交
通
機
関
に
お
い
て
も
、
関

係
機
関
及
び
民
間
事
業
者
等
の
関
係
者
が
、
密
接
な
連
携
を
図
り

な
が
ら
テ
ロ
事
件
の
未
然
防
止
対
策
を
検
討
・
実
施
す
る
こ
と
が

求
め
ら
れ
ま
す
。

ま
た
、
我
が
国
周
辺
海
域
の
安
全
・
安
心
の
確
立
の
た
め
に
は
、

老
朽
・
旧
式
化
し
た
海
上
保
安
庁
の
巡
視
船
艇
・
航
空
機
等
の
代

替
整
備
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
関
係
機
関
等
と
の
緊
密
な
情
報

交
換
や
、
共
同
対
応
能
力
の
向
上
等
に
引
き
続
き
努
め
て
い
く
こ

と
が
必
要
で
す
。

海
賊
対
策
に
つ
い
て
も
、
日
本
関
係
船
舶
に
お
け
る
効
果
的
な

自
主
警
備
対
策
の
推
進
、
緊
急
情
報
伝
達
体
制
の
整
備
等
、
関
係

機
関
と
民
間
事
業
者
等
の
関
係
者
が
一
体
と
な
っ
た
取
組
み
を
推

進
す
る
こ
と
が
重
要
で
す
。

（
国
際
的
連
携
・
協
力
）

我
が
国
は
、
テ
ロ
対
策
等
国
際
交
通
の
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
確
保
に

関
し
、
よ
り
積
極
的
で
広
範
に
わ
た
る
ハ
イ
レ
ベ
ル
で
の
国
際
的

な
協
調
を
促
進
す
る
た
め
、
平
成
18
年
１
月
、
東
京
に
お
い
て
国

際
交
通
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
大
臣
会
合
を
主
催
し
ま
し
た
が
、
そ
こ
で

合
意
さ
れ
た
方
向
性
に
基
づ
き
、
今
後
と
も
国
際
的
な
取
組
み
を

進
め
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
す
。

＜国際交通セキュリティ大臣会合＞

概 要
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ま
た
、
海
上
保
安
庁
で
は
、
海
賊
・
海
上
テ
ロ
対
策
に
関
し
、

ア
ジ
ア
海
上
保
安
機
関
長
官
級
会
合
の
開
催
等
連
携
の
た
め
の
枠

組
み
作
り
を
進
め
る
と
と
も
に
、
各
国
海
上
保
安
機
関
と
の
連
携

訓
練
等
を
実
施
し
、
関
係
各
国
と
の
連
携
・
協
力
関
係
を
強
化
し

て
き
ま
し
た
が
、
今
後
も
更
な
る
相
互
協
力
・
連
携
強
化
を
進
め

て
い
く
こ
と
が
重
要
で
す
。

さ
ら
に
、
事
故
へ
の
対
応
に
関
し
て
も
、
海
洋
に
お
け
る
有
害

液
体
物
質
・
危
険
物
の
流
出
事
故
へ
の
対
応
体
制
等
に
つ
い
て
国

際
的
な
協
力
・
連
携
を
強
化
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

ま
た
、
我
が
国
に
お
け
る
災
害
の
経
験
等
を
踏
ま
え
、
技
術
協

力
や
専
門
家
の
派
遣
等
を
行
い
、
海
外
に
お
け
る
災
害
対
策
の
強

化
を
図
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

﹇
建
築
物
の
安
全
・
安
心
に
対
す
る
信
頼
の
回
復
﹈

構
造
計
算
書
偽
装
問
題
は
、
居
住
者
等
の
安
全
と
居
住
の
安
定

に
大
き
な
支
障
を
与
え
た
だ
け
で
な
く
、
国
民
の
間
に
建
築
物
の

耐
震
性
に
対
す
る
不
安
を
広
げ
て
い
ま
す
。

こ
う
し
た
中
で
、
平
成
18
年
２
月
、
社
会
資
本
整
備
審
議
会
建

築
分
科
会
が
中
間
報
告
を
取
り
ま
と
め
、
建
築
物
の
安
全
性
確
保

の
た
め
の
施
策
に
関
し
、
以
下
の
方
向
を
打
ち
出
し
ま
し
た
。
こ

れ
ら
を
踏
ま
え
、
偽
装
問
題
の
再
発
防
止
に
向
け
た
制
度
の
見
直

し
等
を
的
確
に
行
う
こ
と
に
よ
り
、
建
築
物
の
安
全
・
安
心
に
対

す
る
国
民
の
信
頼
の
回
復
を
図
っ
て
い
く
こ
と
が
必
要
で
す
。

（
建
築
物
の
安
全
性
確
保
の
た
め
早
急
に
講
ず
べ
き
施
策
）

（
１
）
建
築
確
認
・
検
査
の
厳
格
化

（
２
）
指
定
確
認
検
査
機
関
に
対
す
る
監
督
の
強
化
等

（
３
）
建
築
士
等
に
対
す
る
処
分
・
罰
則
の
強
化

（
４
）
住
宅
の
売
主
等
の
瑕
疵
担
保
責
任
の
充
実
等

（
５
）
建
築
士
及
び
建
築
士
事
務
所
、
指
定
確
認
検
査
機
関
に

関
す
る
情
報
開
示
制
度
の
充
実
、
強
化

（
６
）
図
書
保
存
期
間
の
延
長

（
施
策
の
実
現
に
向
け
て
引
き
続
き
検
討
す
べ
き
課
題
）

（
１
）
建
築
士
制
度
に
係
る
課
題

（
２
）
国
及
び
都
道
府
県
、
特
定
行
政
庁
に
お
け
る
監
督
体
制
、

審
査
体
制
の
強
化
と
建
築
物
の
ス
ト
ッ
ク
情
報
の
充
実

等

国
土
交
通
省
で
は
、
同
中
間
報
告
を
踏
ま
え
、
確
認
検
査
の

厳
格
化
、
罰
則
の
強
化
等
を
内
容
と
す
る
「
建
築
物
の
安
全
性

の
確
保
を
図
る
た
め
の
建
築
基
準
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法

律
案
」
を
第
１
６
４
回
国
会
に
提
出
し
ま
し
た
。
ま
た
、
専
門

分
野
別
の
建
築
士
制
度
の
導
入
等
建
築
士
制
度
に
係
る
課
題
等

そ
の
他
の
課
題
に
つ
い
て
も
、
引
き
続
き
検
討
し
、
夏
頃
ま
で

に
方
針
を
取
り
ま
と
め
、
所
要
の
改
正
を
行
っ
て
い
く
こ
と
と

し
て
い
ま
す
。

﹇
技
術
の
開
発
や
導
入
・
活
用
の
促
進
﹈

安
全
・
安
心
な
社
会
の
実
現
に
向
け
て
取
り
組
む
べ
き
課
題
を

解
決
す
る
に
は
、
政
策
に
よ
る
手
段
の
み
な
ら
ず
、
科
学
技
術
に

よ
る
手
段
が
重
要
で
す
。

今
後
は
、
様
々
な
要
素
技
術
を
す
り
あ
わ
せ
・
統
合
、
高
度
化

し
、
国
民
の
暮
ら
し
へ
還
元
す
る
科
学
技
術
（
社
会
的
技
術
）
と
、

政
策
に
よ
る
手
段
と
の
相
互
補
完
・
連
携
に
よ
り
社
会
的
な
重
要

課
題
を
解
決
し
、
�
新
た
な
社
会
基
盤
�
の
構
築
を
目
指
す
こ
と

と
し
て
い
ま
す
。

（
重
点
的
に
取
り
組
む
べ
き
研
究
開
発
）

自
然
災
害
に
よ
る
被
害
の
防
止
・
軽
減
を
図
る
た
め
、
地
域
防

災
力
の
向
上
及
び
早
期
復
旧
・
想
定
外
事
象
へ
の
適
応
を
技
術
研

究
開
発
の
焦
点
と
し
て
重
点
的
に
取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。

（
通
信
基
盤
の
高
信
頼
化
）

自
然
災
害
に
よ
る
被
害
の
軽
減
を
図
る
た
め
に
は
、
災
害
発
生

時
に
お
け
る
迅
速
な
情
報
の
収
集
・
提
供
が
極
め
て
重
要
で
す
。

（
緊
急
地
震
速
報
に
つ
い
て
）

緊
急
地
震
速
報
は
、
震
源
に
近
い
観
測
点
で
得
ら
れ
た
地
震
波

を
使
っ
て
、
震
源
の
位
置
や
地
震
の
規
模
を
求
め
、
各
地
で
の
主

要
動
（
大
き
な
揺
れ
）
の
到
達
時
刻
や
震
度
を
推
定
し
、
主
要
動

が
到
達
す
る
前
に
発
表
す
る
も
の
で
す
。
緊
急
地
震
速
報
に
つ
い

て
は
、
適
正
な
利
活
用
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
地
震
や
津
波
に
よ

る
被
害
の
軽
減
に
有
効
で
す
。

（
予
防
安
全
型
技
術
の
開
発
）

交
通
分
野
に
お
い
て
は
、
運
転
者
側
の
潜
在
的
危
険
状
態

（
未
だ
危
険
は
発
生
し
て
い
な
い
が
、
通
常
か
ら
は
逸
脱
し
て

い
る
状
態
）
へ
の
移
行
を
早
期
に
検
出
し
、
通
常
状
態
へ
の
復

帰
を
促
進
す
る
技
術
、
運
転
者
の
状
況
認
識
の
強
化
（
気
づ
き

の
支
援
）
を
図
る
技
術
、
運
航
（
行
）
管
理
側
か
ら
の
状
況
把

握
・
支
援
を
可
能
と
す
る
技
術
等
、
ヒ
ュ
ー
マ
ン
エ
ラ
ー
事
故

を
防
止
す
る
「
予
防
安
全
型
技
術
」
の
開
発
を
行
う
こ
と
が
求

め
ら
れ
て
い
ま
す
。

（
Ｉ
Ｔ
Ｓ
に
関
す
る
技
術
開
発
・
普
及
促
進
）

高
度
道
路
交
通
シ
ス
テ
ム
（
Ｉ
Ｔ
Ｓ
）
は
、
最
先
端
の
情
報
通

信
技
術
を
用
い
て
人
と
道
路
と
車
両
と
を
一
体
の
シ
ス
テ
ム
と
し

て
構
築
す
る
も
の
で
あ
り
、
道
路
交
通
の
安
全
性
向
上
に
も
寄
与

す
る
も
の
で
す
。
中
で
も
走
行
支
援
道
路
シ
ス
テ
ム
（
Ａ
Ｈ
Ｓ
）

は
、
Ｉ
Ｔ
を
活
用
し
て
道
路
と
車
両
を
連
携
さ
せ
て
運
転
者
の
安

全
走
行
を
支
援
す
る
も
の
で
あ
り
、
一
層
の
研
究
開
発
が
求
め
ら

れ
て
い
ま
す
。

ま
た
、
産
・
学
・
官
の
協
力
の
下
、
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
技
術

等
の
新
技
術
を
活
用
し
、
高
知
能
化
を
図
る
こ
と
に
よ
り
安
全
性

を
格
段
に
向
上
さ
せ
た
先
進
安
全
自
動
車
（
Ａ
Ｓ
Ｖ
）
技
術
の
開

発
・
普
及
の
促
進
を
行
っ
て
い
ま
す
。
今
後
は
、
通
信
技
術
の
活

用
に
よ
り
安
全
性
を
向
上
さ
せ
た
Ａ
Ｓ
Ｖ
の
実
用
化
を
推
進
す
る

と
と
も
に
、
Ａ
Ｓ
Ｖ
の
効
果
評
価
を
踏
ま
え
た
普
及
策
の
検
討
を

進
め
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
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概 要

（
鉄
道
、
航
空
、
海
運
の
安
全
に
関
す
る
技
術
開
発
・
導
入
）

鉄
道
に
関
し
て
は
、
運
転
士
の
誤
操
作
に
対
す
る
バ
ッ
ク
ア
ッ

プ
設
備
の
充
実
の
観
点
か
ら
、
曲
線
、
線
路
終
端
部
等
重
大
な
事

故
を
起
こ
す
お
そ
れ
の
あ
る
箇
所
へ
の
速
度
制
限
装
置
の
設
置
及

び
運
転
士
の
異
常
時
に
列
車
を
自
動
的
に
停
止
さ
せ
る
装
置
の
設

置
を
行
い
、
脱
線
等
が
発
生
し
た
際
の
二
次
被
害
防
止
の
観
点
か

ら
、
防
護
無
線
の
信
頼
性
向
上
に
努
め
、
事
故
原
因
究
明
に
よ
る

再
発
防
止
の
観
点
か
ら
、
事
故
時
の
運
転
状
況
を
把
握
す
る
た
め

の
記
録
装
置
の
設
置
等
を
行
い
、
安
全
性
の
向
上
を
図
る
必
要
が

あ
り
ま
す
。

航
空
に
関
し
て
は
、
交
通
量
の
増
大
に
適
切
に
対
応
で
き
る
よ

う
、
人
工
衛
星
等
の
技
術
を
活
用
し
て
空
域
や
航
空
路
の
容
量
を

拡
大
す
る
次
世
代
航
空
保
安
シ
ス
テ
ム
の
構
築
を
図
る
必
要
が
あ

り
ま
す
。

海
運
に
関
し
て
は
、
衝
突
予
防
援
助
装
置
（
Ａ
Ｒ
Ｐ
Ａ
）、
船

舶
自
動
識
別
装
置
（
Ａ
Ｉ
Ｓ
）
等
船
員
の
作
業
を
補
佐
・
分
担
す

る
技
術
の
導
入
促
進
を
図
る
と
と
も
に
、
操
船
作
業
の
負
担
を
評

価
し
、
作
業
を
適
正
化
す
る
た
め
の
作
業
分
析
技
術
等
の
研
究
を

推
進
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

（
交
通
機
関
に
お
け
る
テ
ロ
対
策
等
強
化
の
た
め
の
技
術
開
発
）

交
通
機
関
を
標
的
と
し
た
テ
ロ
事
件
の
危
険
性
や
、
テ
ロ
事

件
に
使
用
さ
れ
る
よ
う
な
危
険
物
等
が
一
般
の
貨
物
に
紛
れ
て

運
搬
さ
れ
る
危
険
性
が
指
摘
さ
れ
て
お
り
、
こ
の
よ
う
な
事
態

の
未
然
防
止
の
た
め
、
危
険
物
の
検
知
能
力
を
向
上
さ
せ
る
次

世
代
検
査
技
術
の
研
究
開
発
や
、
新
技
術
を
用
い
た
保
安
検
査

機
器
の
実
用
化
等
を
進
め
て
い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
ま

す
。

（
重
要
イ
ン
フ
ラ
に
お
け
る
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策
）

Ｉ
Ｔ
障
害
に
伴
い
国
民
生
活
や
社
会
経
済
活
動
に
重
大
な
影
響

を
及
ぼ
す
お
そ
れ
の
あ
る
鉄
道
・
航
空
・
物
流
と
い
っ
た
重
要
イ

ン
フ
ラ
に
お
け
る
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策
と
し
て
、
分
野
横
断

的
な
対
策
強
化
、
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
水
準
の
向
上
、
情
報
共

有
・
提
供
体
制
の
強
化
等
に
関
係
機
関
や
関
係
事
業
者
と
連
携
し

つ
つ
取
り
組
む
必
要
が
あ
り
ま
す
。

﹇
有
害
物
質
の
危
険
性
へ
の
対
応
﹈

有
害
物
質
の
危
険
性
に
対
応
し
、
国
民
の
安
全
・
安
心
を
確
保

す
る
た
め
に
は
、
適
切
な
環
境
リ
ス
ク
対
策
を
講
じ
る
と
と
も
に
、

今
般
の
ア
ス
ベ
ス
ト
問
題
に
お
け
る
反
省
す
べ
き
点
を
踏
ま
え
た

対
応
が
重
要
で
す
。

有
害
物
質
に
つ
い
て
は
、
健
康
等
へ
の
被
害
を
未
然
に
防
止
す

る
こ
と
が
重
要
で
す
。
そ
の
た
め
、
今
後
、「
予
防
的
ア
プ
ロ
ー
チ
」

の
考
え
方
に
基
づ
く
対
応
を
行
う
必
要
が
あ
り
ま
す
。

ま
た
、
ア
ス
ベ
ス
ト
問
題
に
お
け
る
過
去
の
関
係
省
庁
の
連
携

は
必
ず
し
も
十
分
で
な
か
っ
た
こ
と
を
踏
ま
え
、
化
学
物
質
の
有

害
性
等
に
係
る
新
た
な
知
見
に
つ
い
て
、
関
係
省
庁
が
情
報
交
換

や
意
見
交
換
を
行
う
と
と
も
に
、
個
別
物
質
に
つ
い
て
の
検
討
が

必
要
と
な
っ
た
場
合
に
は
、
連
絡
会
議
等
に
お
い
て
検
討
し
て
い

き
ま
す
。

﹇
社
会
資
本
の
適
切
な
維
持
管
理
・
更
新
の
推
進
﹈

今
後
、
こ
れ
ま
で
整
備
さ
れ
て
き
た
社
会
資
本
が
順
次
、
老
朽

化
し
て
い
く
中
で
、
安
全
の
確
保
等
そ
の
本
来
の
役
割
を
果
た
し

続
け
る
た
め
に
は
、
維
持
管
理
・
更
新
を
計
画
的
か
つ
効
率
的
に

行
っ
て
い
く
こ
と
が
必
要
で
す
。
適
切
な
維
持
管
理
・
更
新
と
、

新
た
な
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
た
新
設
投
資
の
バ
ラ
ン
ス
を
ど
の
よ
う

に
と
る
か
に
つ
い
て
、
十
分
な
検
討
が
必
要
で
す
。

ま
た
、
維
持
管
理
・
更
新
を
進
め
て
い
く
に
当
た
っ
て
は
、
ラ

イ
フ
サ
イ
ク
ル
コ
ス
ト
（
生
涯
費
用
）
が
最
小
と
な
る
よ
う
計
画

的
な
補
修
を
推
進
す
る
こ
と
、
一
層
の
コ
ス
ト
縮
減
を
図
る
こ
と
、

民
間
も
活
用
し
な
が
ら
効
率
的
な
維
持
管
理
を
図
る
こ
と
、
適
切

な
管
理
水
準
で
維
持
管
理
を
行
う
こ
と
、
社
会
資
本
の
更
新
時
期

の
平
準
化
を
図
る
こ
と
、
人
口
減
少
を
踏
ま
え
た
施
設
の
更
新
の

あ
り
方
を
検
討
す
る
こ
と
等
が
必
要
で
す
。

さ
ら
に
、
地
方
公
共
団
体
に
お
い
て
も
維
持
管
理
・
更
新
が
大

き
な
課
題
と
な
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
国
に
お
い
て
地
方
に
お
け

る
維
持
管
理
・
更
新
の
体
制
や
技
術
的
支
援
の
あ
り
方
等
を
検
討

す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。


